The significance and subject on the exteriorizing business and its technological development by 中原, 秀登 & Nakahara, Hideto





１ はじめに
日本経済は，製造業の付加価値額の低迷にみられるように企業活力が
低下し，雇用の安定も失われ，手詰まり感や閉塞感が漂っている。こう
した状況に対して，一方で不採算事業からの撤退，事業規模の縮小，事
業の売却が進められると同時に，新規事業の開拓などイノベーティブな
事業活動が求められている。新規事業の創出には，独自な技術やノウハ
ウを保有し，起業家精神に溢れた人材による開業やベンチャー企業の役
割が重要であることは言を待たない。しかしながら開廃業率の改善が依
然として進んでいないことにみられるように，事業資金や市場開拓の能
力不足を中心にその脆弱な経営基盤の問題が解消されず，開業やベン
チャー企業を取り巻く環境は厳しい状況にある。
そこで，単に独立系のベンチャー企業による新規事業の活動へ期待す
るばかりでなく，人材，資金，技術や経営ノウハウなど新規事業に対す
る潜在力を有した既存の大企業や中堅企業による社内ベンチャーやスピ
ンオフなどの事業形態を通した活動にも大きな期待が寄せられる。しか
もその場合，単に収益性の観点から事業を選択・集中するばかりでなく，
事業間のシナジーや社内活性化などイノベーション促進の観点から新規
事業の展開が必要となってくる。とくに市場規模からみて大企業では不
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適切であっても，ベンチャー企業の観点からすると魅力的な場合もある。
そのため事業戦略として，本体での事業リスクを軽減しつつ，ベン
チャーの活力を発揮してスピーディに新規事業を創出していくシステム
を確立することが必要となる。
さらに大企業や中堅企業において，単に独立した別組織でリスクの高
い新規事業を創出するばかりでなく，それら独立した新規事業を本体と
関連づけて展開していくことは，既存企業の成長や日本経済の活性化に
とっても重要な課題となる１）。これは，技術や人材などの経営資源を蓄
積し，新規事業を生み出す潜在力のある既存企業が，新規事業を創出し，
支援するインキュベータとしてイノベーション活動を活性化していくこ
とが重要な課題であることを示唆している２）。
とはいえ，既存企業による新規事業の創出に対しては，技術や市場の
不確実性から新規事業への投資が控えられる他，新規事業のビジネスモ
デルの未確立，新規事業の市場規模が企業規模と比較して小さいなど収
益性重視の観点，あるいは既存事業へのしがらみにより新規事業への進
出が適切に評価できない「イノベーションジレンマ」３）など種々の問題
が横たわっている。と同時に，事業アイデアや技術シーズを活用して全
１）新産業創造時代のイノベーションに対するベンチャー企業と大企業とのアラ
イアンス戦略の重要性については，以下でも指摘されている。柳孝一・長谷
川博和『改定新版ベンチャー企業論』放送大学教育振興会，２００４年。
２）大企業がインキュベーターとしてその豊富な経営資源を提供することは，起
業リスクの低減などの効果につながることは，以下でも指摘されている。科
学技術庁編『平成１４年版科学技術白書』財務省印刷局，第３章第３節第２項。
３）イノベーションジレンマについては，クレイトン・Ｍ・クリステンセン著，
平田俊平太・伊豆原弓訳『イノベーションのジレンマ』翔泳社，２００１年，第
１章，２章を参照。またレオナルド・バートンは，イノベーションの実現が
困難となるイノベーションジレンマの現象を，成功体験が生み出す思考パ
ターンに捉われやすく，情報源や解決方法を内側に求めがちで，外部からの
知識導入がしづらい「硬直性の罠」の観点から論じている。Leonard-Barton,
D.,“Core capablities and core rigidities: A paradox in managing new product
development”, Strategic Management Journal , Vol.１３,１９９２, pp.１１１―１２５.
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て自前で展開していくこれまでのビジネスモデルによる新規事業では，
高度・多様化する市場ニーズへ迅速に対応していくことができなくなり
つつある４）。そこで，事業戦略において専門分野に特化し，外部の経営
資源を戦略的に活用しながら５）新規事業を創出するシステムを確立して
いく必要性が高まってくる。
いずれにしても新規事業の創出によりイノベーションを活性化してい
くためには，単に開業や独立系のベンチャー企業ばかりでなく，既存の
企業において保有する技術力や人材などの経営資源を有効に活用して新
製品を開発し，新市場を開拓するベンチャー的な活動のあり方も大きな
課題となってくる６）。確かにこれまでも新規事業の創出などイノベー
ションに対する既存企業の対応は，社内ベンチャー，スピンオフ，カー
ブアウトなど個々の手法を通して論じられてきた。しかしながらそれら
の手法を総合し，かつ新規事業の重要な要素となる技術開発の観点から
の比較考察は十分に行われているとは言いがたい。
４）１９８０年代と９０年代における研究開発成果の事業化に至る変化をみると，「従来
のリニア型イノベーションモデルが適用できない新しい状況が生まれ，適応
できない」の変化が９５．１％と最も大きく，既存のビジネスモデルが適用でき
ない他に，「全般的に研究開発の成果が新規事業に結び付かない」と「新規市
場の規模と自社の経営規模のミスマッチ」の変化がそれぞれ６９．２％，６５．７％
と大きくなっている。経済産業省委託調査『我が国の産業技術開発力に関す
る実態調査（平成１５年度）』，４５～５４頁。またヘンダーソン／クラークは，旧
世代のアーキテクチャーを生み出したシステムでは，そのパフォーマンスの
向上に注力することから，その延長線上では不連続のイノベーションは実現
できないと論じ，斬新なアーキテクチュラル・イノベーションを実現するに
は異なる組織やスキルが必要になることを主唱している。Henderson, R.M.
and K.B. Clark,“Architectural innovation: the reconfiguration of existing
product technologies and the failure of established firms”, Admistrative Science
Quarterly , Vol.３５,１９９０, pp.９―３０．
５）新規事業に必要な経営資源の調達について，外部提携で補強する企業は４２％，
外部から自社に取り込む企業は３７％と，アウトソーシングの考え方が浸透し
ている。大江健・駒林正士「コーポレートベンチャーにおけるスピンオフの
活用」『国際経営・システム科学研究』早稲田大学アジア太平洋研究センター，
No.３５，２００４年，９８頁。
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そこで本研究では，新製品を開発し，新市場を開拓し，日本経済を活
性化するような新規事業を創出する役割が，既存の技術や事業と関連す
る既存の企業に対して求められる背景および既存企業を通して新規事業
を展開する意義についてみていく。ついで，既存の技術や事業との関連
を通した新規事業への進出がみられる中で，社内の技術力や人材などの
経営資源を活用し，ベンチャー的な別組織により新規事業を創出する有
効な手法として事業外部化の意義と課題について概観する。さらに事業
外部化の具体的な手法として，社内ベンチャー，スピンオフ，カーブア
ウト，スピンアウトの手法に注視し，なかでも技術力を外部化し，新規
事業の展開において重要な要素となる技術開発の観点からそれら手法の
意義と課題について比較考察していく７）。
２ 事業の外部化
１）新規事業の外部化
事業を展開していく上で，既存企業はそれまで習得，蓄積してきた既
存事業での能力や知識など豊富な経営資源を活用することができる８）。
そのため既存の経営資源を活用して新規事業を創出することが，既存企
業の長期的な存続，発展のために有効な手段となる。
６）企業成長や日本経済活性化の手段として，社内の起業家精神に溢れた人材を
テコに小規模な経営基盤でベンチャーの活力を企業内に取り込んで新規事業
を起こすコーポレートベンチャーの重要性については，以下でも提言されて
いる。経済団体連合会『新産業・新事業創出への提言―起業家精神を育む社
会を目指して』１９９５年７月１８日，経済団体連合会『日本型コーポレート・ベ
ンチャーを目指して』１９９６年１２月２６日，経済団体連合会『大企業の活性化と
企業内起業家の活用に向けて』２０００年３月２８日。
７）企業内の技術シーズを事業化する方法として，自社内での事業化をはじめ，
社内ベンチャー，カーブアウト，スピンアウトベンチャーを取り上げ，それ
らを実施している企業は３割程度で，何ら実施していない企業が過半を占め
ている調査結果が以下でみられる。経済産業省委託・リーディング・イノ
ベーション『平成１８年度超微細技術開発産業発掘戦略調査「カーブアウト型
スピンオフ振興に関する調査研究」報告書』平成１９年３月，１１頁，５０～５１頁。
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そこで，既存の企業において，その経営資源を活用しながら新規事業
を別組織で独自に開始し，展開していく形態が事業の外部化である。す
なわち企業内の高度な専門技術，豊かな経営ノウハウや起業家精神に溢
れた人材を活用し，経営基盤は脆弱だが，小規模で小回りの利くベン
チャー特有の活力や成長力を企業内外で発揮し，新規事業を創出してい
く経営手法の一つが新規事業の外部化である。
いずれにしてもこれまで企業が蓄積してきた社内の経営資源を基盤と
し，起業家精神を発揮し，それまで手がけていない新規事業を独立した
ベンチャーの手法により別組織で開始し，展開することが新規事業の外
部化である。その意味で，新規事業の外部化は社内の起業家や経営資源
を活用してベンチャーの形態により不確実性の高い新規事業を別組織で
合理的に創出する有効な手法といえる。また新規事業の外部化は，新規
事業の運営責任を明確にしながら，本体から独立した自由な立場で市場
取引を行う仕組みづくりとも換言される。
２）事業外部化の方式
新規事業を創出するための事業外部化の方式は，図１のように大きく
３つに分けられる。一つは，社内で独立したプロジェクトとして新規事
業に取り組む「プロジェクト方式」である（図１―ａ）。これは，社内ベ
ンチャーに代表されるように，事業領域を新規に拡大，拡充するため社
内で特別のプロジェクトとして時限的に新規事業を独立して起こしてい
く場合にとられるタイプである。２つ目は，既存の親元企業から独立し
た別会社を設立し，そこで新規事業を独自に取り組んでいく「分離方式」
８）ピンチョーは，大企業による事業参入の有利な条件として，市場影響力をは
じめ，技術，人材，情報資源，資金などをあげている。G. Pinchot III, Intra-
preneuring ,１９８５, Harper & Row, Publishers, Inc. New York, pp.８８―９５（清水
紀彦訳『社内企業家』講談社，１９８５年，１４６～１５７頁）．
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である（図１―ｂ）。これは，スピンオフやカーブアウトにみられるよう
に，親元企業の経営資源を活用するなど何らかの関係をもちつつ，本体
における事業リスクを回避して新規事業を独自に継続して展開する場合
にとられるタイプである。このタイプは，不確実性の高い新規事業を別
会社にして運営することで，本体での事業リスクを回避することをはじ
め，事業の組織単位を小さくして機動的な意思決定やコミュニケーショ
ンを通した起業家精神をもった人材の自己実現を図っていく場合などに
用いられる。３つ目は，既存の親元企業とは何ら関係なく，起業者自ら
が自由に本体を飛び出して別会社を設立して新規事業を運営していく
「独立方式」である（図１―ｃ）。これは，スピンアウトにみられるよう
に，起業家精神に溢れた人材が親元企業に関係なくその起業能力を独自
に発揮していくため，自ら新たに会社を起こして新規事業を運営してい
く場合にとられるタイプである。
事業の外部化における各方式は，図２のように外部化する新規事業に
必要な技術力・人材・出資など経営資源の親元企業の支援関係と，外部
化した組織の新規事業に対する経営の自律性によって特徴づけられる。
すなわち新規事業に必要な資源を社内に抱え込み，親元企業の強いコ
ミットメントの下で新規事業を展開しようとする場合，新規事業に必要
な経営資源を親元企業が提供し，その強いコミットメントにより社内で
新規事業を展開する「プロジェクト方式」による事業の外部化がとられ
ることとなる。プロジェクト方式では，親元企業の強い支援の下で新規
事業の展開が可能となる反面，親元企業から独立した自由裁量の下で，
しかも継続した新規事業の展開ができない課題をもつ。すなわちプロ
ジェクト方式では，ベンチャーの特性を活かした独立心の強い起業家の
下でのリスクテイクな新規事業の展開が，しかも継続的な展開が困難と
なってくる。
これに対して，親元企業の経営資源を活用するなど一定の支援関係を
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図１ 事業外部化の方式
ａ：「プロジェクト方式」（社内ベンチャー）
ｂ：「分離方式」（スピンオフ）
（カーブアウト）
c：「独立方式」（スピンアウト）
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保持しつつも，その強いコミットメントから脱し，新規事業をより自律
的かつ継続的に展開していくことを志向する場合，親元企業から独立し
た別会社で新規事業を展開していくスピンオフやカーブアウトの分離方
式による事業の外部化がとられる。さらに親元企業による一切の支援に
関わらず，起業家自らの起業精神を発揮し，独自に新規事業を展開して
いく場合，会社を新たに起こして新規事業を展開していく独立方式によ
る事業の外部化がとられる。
いずれの方式も，その担い手は既存企業の社員ないし退職者であり，
勤務経験など既存企業と何らかの関連をもつ中で，新規事業のアイデア
を別組織で事業化し，運営していく点で共通している。その中で，プロ
ジェクト方式から分離方式，独立方式へと移るにつれ，親元企業のコン
トロールを離れ，起業者の自由裁量による継続的で自律的な新規事業の
図２ 事業外部化方式の分類基準
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運営が可能となる。その反面で，親元企業の経営資源が活用されづらく
なり，独立した事業体としての経営責任や負担が大きくなる。そのため
既存企業のインフラやブランド，技術力，経営ノウハウなどの経営資源
を活かしながら，既存企業から自律した意思決定システムにより外部化
した新規事業を運営していくかが大きな課題となる。
３）事業外部化の要因
ところで，なぜ新規事業が外部化されるのであろうか。それは，一つ
に開発成果など企業内の経営資源を活用してスムースに事業化へ結びつ
けていくことが困難となり，その結果企業内に開発成果が埋没してきた
ことからである９）。経営資源の中で，開発成果がスムースに事業化され
ない理由１０）の一つに，なかでも新規事業へ活用されない理由として，事
業化可能性の評価難により開発成果の死滅する「死の谷」や市場競争に
敗れ，技術成果が利益に結びつかない「ダーウィンの海」に象徴される
ように１１），一般に事業化のリスクが高いことがあげられる。こうした新
規事業の事業化リスクを本体において回避するため，別組織で新規事業
９）２００５年において企業の保有する特許件数のうち５１．６％が未利用であり，半数
の開発成果が企業内で休眠していることが分かる。特許庁編『特許行政年次
報告書２００７年版』発明協会，６１頁。あるいは事業化に至らない研究開発のテー
マがあると回答している企業は７６％で，そのうち６８％の企業でその成果を社
内に眠らせているとの調査結果もみられる。このことからも，休眠の開発成
果をいかに有効活用するかが大きな課題となってくることが理解される。
研究産業協会『技術開発力に関する企業アンケート』２００１年６月，５１～５８頁。
１０）研究開発の成果が事業化に結びつく確率は，平均で３５．２％にすぎない。その
阻害要因として，「研究開発者の市場ニーズ把握不足」の５４％はじめ，「事業
化に対するノウハウ不足」（４２％），「市場トレンドの変化」（４１％），「社内に
おける既存事業を優先する傾向」（２７％）などの要因があげられている。小沼
良直「民間企業の研究開発動向」『研究・技術計画学会年次学術大会講演要旨
集』２１巻１号，２００６年１０月，１５３頁。
１１）「死の谷」や「ダーウィンの海」については，拙稿「技術経営における開発提
携」『千葉大学経済研究』第２３巻第１号，２００８年６月，１７～１９頁を参照されたし。
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を展開する事業の外部化がとられる。
第２に，既存企業での事業の選択や集中により，切り捨てられる新規
の事業アイデアや開発成果が出てくることからである。ベンチャー企業
の観点からして，それら新規の事業アイデアや開発成果は十分魅力的な
場合もある。それらを活かしていく上で，別組織による事業の外部化が
図られることとなる。あるいは企業規模と比較して開発成果を事業化し
ていく市場規模が小さいことから，開発成果がスムースに事業化されな
い事由もあげられる１２）。しかしながらニッチ市場を目指すベンチャー企
業の観点からすると，その市場規模でも魅力的な場合もある。そうした
市場規模などにより開発成果が事業化されない場合，それに適した別組
織で新規事業を展開していくことから事業の外部化が図られることとな
る。
例えば，NECの社内ベンチャー制度によって生まれた「オーセン
ティック」で手がける高級スピーカーの製造，販売の新規事業は，当初
NEC社内の事業規模の観点から事業の継続が困難と判断された事業で
あった。しかしながらその優れた音響技術とコンピュータ技術を小回り
の利くニッチ市場の製品開発に活用し，かつ市場を絞り込んで訪問販売
という本体ではとられていなかった販売方式をとることによって新たな
事業成長を実現したケースがみられる１３）。まさにニッチ志向が強く，細
分化された市場ニーズに対応すべく小回りの利いた新規事業を既存企業
によって展開していく場合，事業の外部化が図られるといえる。
第３は，大規模組織で生じがちな既存事業へのしがらみによるイノ
１２）有望な研究開発の成果が新規事業に結びつかない理由として，「市場規模が小
さく大きな利益が見込めない」との事由が最も大きくなっている調査結果が
みられる。研究産業協会『我が国の産業技術開発力に関する実態調査（平
成１４年度）』，３６～３７頁。
１３）『日経ビジネス』日経BP社，１９９７年１１月３日，３４～３６頁。
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ベーションジレンマを打破して新規事業を創出していく要因からである。
確かに新規事業を展開していく上で，既存企業や勤務先との関連の中で
習得，蓄積してきた能力や知識の活用が大きな役割を果たしている１４）。
また新規事業に不可欠な新技術や新製品の開発についても，「既存技術
の組合せによる新製品・サービスの開発」や「既存製品の改良」など既
存製品や既存技術の改良が中心となっている１５）。このように新規事業に
不可欠な新製品や新技術を開発し，イノベーションを推進していく上で，
既存製品や既存技術の応用可能性を見出し，関連した製品や技術領域を
開発していくことが重要な要因となっている。これは，新規に事業を創
出していく上で，既存の企業において保有している起業家的な人材をは
じめ，技術力や市場力など関連する経営資源を効果的に投入することが
有効であることを示唆している。
しかしながら他方で，新規事業の進出については，それに直接係る社
内での経営資源が少なく，かつ既存事業におけるそれまでの事業ノウハ
ウが必ずしも適用できないこともある。また現在の稼ぎ手である既存事
業の資源を，不確実な新規事業へ投入することの迅速な意思決定も難し
１４）新規事業の創出に関連する創業の経緯をみても，「既存企業の指揮系統下で創
業した分社型」（２３．６％）と「既存企業退職後，関係保持し創業したのれん分
け型」（１６．１％）の，いわば既存企業との関係の中での創業が大きな創出要因
となっていることが分かる。中小企業庁編『２００２年版中小企業白書』ぎょう
せい，５３頁。あるいは開業意識に対する影響要因としては，「勤務先で技術や
ノウハウを習得した」が５０．１％と最も多く，「勤務先の経営者のいき方を見た」
（９．６％）など勤務先での経験が大きな開業要因となっている。さらに事業経
営に必要なスキルの習得先についても，「勤務先」と「独力」が圧倒的に多く
なっており，事業経営のスキル習得先としての勤務先，ひいては既存企業や
既存事業との関連性の重要さが窺われる。国民金融公庫総合研究所編『平成１１
年版新規開業白書』中小企業リサーチセンター，１９９９年，１８頁，３０頁。この
ように創業という新たに事業を創出していく上で，創業者自らが既存企業や
既存事業との関連の中で習得した能力を有効に活用していくことが肝要とな
る。
１５）『日本経済新聞』１９９９年２月１６日。
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くなる。確かに企業は，事業の選択と集中を進めつつ，その中で将来の
企業成長の芽として新規事業を追及しているが，現実に既存事業と比べ
て新規事業への投資が必ずしも積極的にとられるとは限らない。なかで
も大規模組織になるにつれ，既存事業の体制を守ろうとする大企業病体
質により，多くの場合既存事業への投資が優先され，新規事業の進出が
阻害されかねない１６）。そうした既存事業でのジレンマを断ち切って新規
事業を展開していくためにも，本体とは別組織により新規事業を展開し
ていく，いわば事業の外部化がとられる。
第４に，新規事業への進出を阻む要因として，新規事業での製品開発
や製造，販売のシステムが既存事業と異なり，既存事業のシステムでは
十分な対応がとられない要因があげられる。まさに新規事業に適したシ
ステムにより事業を展開していく場合，本体と異なった別組織により新
規事業を展開していく，いわば事業の外部化がとられることとなる。例
えば，パナソニックの社内ベンチャー制度を活用し，障害者を対象とし
た携帯用会話補助装置を開発したベンチャー企業「ファンコム」の設立
において，その製品開発面でも障害者が使用できる製品を開発するため，
対象者となる障害者と介護者の生の意見を聞き，何度も試作品を製作し，
改善を加える必要があるなど，これまでパナソニック本体での開発ノウ
ハウが直接活用できない製品開発であった。市場面でも本体において取
り扱う健常者用の家電製品と比べてはるかに小さい市場規模であり，販
売面でも従来の家電製品の販売ルートを活用することは適切ではなく，
障害者を理解した福祉機器業界の販売ルートを活用する必要があり，場
１６）ブロック／マクミランは，新規事業が本業の近くに位置づけられるほど注目
されなくなり，資源配分の優先度も低くなり，新規事業の資金は本業の原資
に回されることを論じている。Block, Z., and MacMillan, I.C., Corporate Ven-
turing , Harvard Business School Press,１９９３. このことからも，新規事業と比
べて既存事業への投資の重視される要因が理解される。
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合によっては公的給付制度の申請支援や販売後の頻繁なサポートが不可
欠になるなど従来の販売システムとは全く異なっていた１７）。このように
これまで本体で行われてきた製品開発や販売方式など既存事業のシステ
ムがダイレクトに適用できない新規事業の展開にあたっては，本体とは
別組織による新規事業の展開が，いわば事業の外部化がとられることと
なる。
あるいは既存の事業において効率的な事業運営に専念してきた組織で
は，新規事業の創出に不可避の起業家能力を発揮できる人材が輩出しに
くくなる。なかでも人材の流動性が低い中で，自前主義の開発成果によ
り事業を展開してきた企業では，人材の流動性を高め，異質の専門的な
人材による開発成果を通して新規事業を展開する場合には必ずしも適し
ていない。この人材の流動性を高めて異質な発想により新規事業を展開
していく場合，本体とは別組織において人材の流動性を高めていく，い
わば事業の外部化がとられる。
いずれにしても既存事業の技術や人材などの経営資源を有効活用しつ
つ，既存事業のしがらみを断ち切って新規事業に対する経営責任を明確
化し，かつ本体でのリスクを回避しながら将来の企業成長をもたらす新
規事業を迅速に創出していく上で，既存企業とは別組織で新規事業を創
出し，展開する事業の外部化がとられることとなる。
４）事業外部化の効果
事業の外部化は，中長期的な企業成長の原動力となり，将来の経営安
定に寄与する新規事業を別組織においてベンチャーの形で開始し，展開
することである。その目的も，大規模組織の弱点である起業家の不足を
１７）松尾光晴「家電メーカーの強みを生かした福祉機器開発」『Matsushita Tech-
nical Journal』Vol.５０No.６，２００４年１２月，３２～３３頁。
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補い，機動的なベンチャーの観点から新規事業を展開し，企業の活性化
を図ることにある１８）。
通常，外部化される事業は，事業ポートフォリオ上，コア事業の周辺
ないしノンコア事業に位置づけられる。それらの事業を別組織にするこ
とで，本体にとってコア事業へ経営資源を集中するなど事業のスリム化
を図り，財務体質の改善を図るメリットがあげられる。また外部化され
た事業では，経営の裁量権が高まり，担当者に対するモチベーションが
高まるというメリットがあげられる。そこから，新規事業をベンチャー
の形で外部化することは，事業の選択と集中を推し進め，財務体質の強
化や社内の活性化を図ろうとする企業にとって有効な方法となる。
つまりベンチャーの形で新規事業を外部化することは，既存事業での
しがらみや事業規模の観点から社内での事業化が却下されがちな問題を
回避し，かつ本体での階層や部門間で時間のかかる意思決定の問題に対
して，小回りを利かせてスピーディに新規事業を展開する点に大きな意
義をもつ。そのため将来成長は望めるが，市場規模が小さいなど社内の
事業戦略から外れ，社内の起業家や開発成果など新規事業に必要な経営
資源の機動的ないし継続的な投入が期待されない場合，本体とは別組織
でのベンチャーの形態により新規事業を開始，展開していく事業の外部
化がとられることとなる。
いずれにしても事業の外部化には，社内資源の有効活用による機動的
ないしリスクを軽減した新規事業の立ち上げをはじめ，本体でのコア事
業への経営資源の集中による経営効率の向上，社内起業家のモチベー
１８）企業内にベンチャーの活動を取り込んで新規事業を起こす社内ベンチャーの
導入理由については，「新規事業への進出」が７０．５％と最も多く，「チャレン
ジ精神を持つ人材育成」（６０．７％），「従業員に責任感を植え付ける」（４０．６％），
「既存事業の維持が困難」（１８．３％）などの事由が続いている。中小企業庁編
『平成１１年版中小企業白書』大蔵省印刷局，３１８頁。
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ション向上による社内活性化などの効果が期待される。
５）事業外部化の課題と対応
他方で，事業の外部化においては，第１に新規事業を外部化する意義
の認識不足ないし既存事業への強いしがらみから新規事業の外部化が困
難な問題があげられる。この問題に対して，まずは外部化し，実現すべ
き新規事業のコンセプトを明確にし，それを実現する技術や市場など事
業上の課題を明確にした上で，社内の経営資源を積極的に活用して新規
事業を外部化する意義を改めて認識し，経営戦略へ位置づけて全社的に
取り組んでいくことが不可避となる。というのも別組織で独自に新規事
業を創出し，展開していくには，事業資金をはじめ，固有の技術やマー
ケティング力，強い起業家精神とリーダーシップを持ち合わせた人材を
保有することはもとより，魅力的な事業コンセプトの下で全社的な観点
から新規事業を展開できるように経営戦略として位置づけることが必要
となるからである。
第２の課題は，競争環境や市場動向などを考慮し，社内の経営資源を
活用してシナジーを活かせるよう外部化すべき事業領域を評価していく
問題である。この問題に対しては，これまで様々な事業活動を通して技
術や市場を評価し，ビジネスモデルを構築してきた事業ノウハウやその
経験をもつ人材の中から目利きやコーディネータとして優れた人材を活
用していくことが考えられる。とくに技術者が中核となって新規事業を
外部化する場合，営業，労務，経理部門など親元企業の様々な部門や事
務的支援に係る人材を事業化のアドバイザーとして活用していくことが
必要となる。あるいは例えば，社内において有望な技術の芽を発掘し，
それを新規事業へ結びつけていく日立のコーポレートシニアスタッフ制
度や，次世代の事業の種を探索していくため研究開発のテーマ，ビジネ
スモデルやリソースなどを検討する戦略事業推進室を設けている三菱化
千葉大学 経済研究 第２４巻第２号（２００９年９月）
（２４７） ８７
学にみられるように１９），新規事業の芽を探索し，事業化へつなげていく
専門の評価部署を活用していくことが考えられる。すなわち新規事業推
進室など新規事業のシーズ探索をはじめ，ビジネスモデルの策定など新
規事業の立ち上げに係る親元企業における専門部署のノウハウを活用し
て事業領域を評価していくことが，新規事業の外部化にあたって合理的
となる。
第３に，一般のベンチャー企業と同様，特定企業への過度な依存体質
や技術シーズの活用に偏りがちな事業経営の他，外部化した事業経営に
おける資金調達，人材，開発力，経営ノウハウなど脆弱な経営基盤の問
題が存在する２０）。すなわち外部化した新規事業に対する支援策が不十分
で，また失敗に対する再チャレンジシステムの未整備な中で，外部化し
た新規事業における資金調達や人材の確保をはじめ，自らコア技術を確
立し，取引先を確保して新規事業を運営していく体制が未整備の問題が
ある。なかでも不確実性の高い新規事業を立ち上げる場合，一般に製品
化や市場開拓に対するリスクマネーの調達が大きな課題となる。この問
題に対しては，親元企業のベンチャーファンドから一定の資金調達を図
るなど親元企業の資金を活用する方法が，リスキーな新規事業の立ち上
げや運営にとっても有効な方法となろう。
また人材確保の問題に対しても，親元企業の人材や人脈の活用をはじ
め，成功報酬の仕組みとしてのストックオプションの導入など本体と異
なった独自の報酬システムを確立することは，本体における起業家精神
に溢れた人材の独立するインセンティブを高めるなど外部化される事業
の人材確保にとって有効な手法となろう。
１９）『日経ものづくり』日経BP社，２００４年５月，５４頁。
２０）ベンチャー企業の課題として，「人材不足」（２９．１％）と「資金の確保」（２５％）
が圧倒的に大きな課題となっている。『日経バイオビジネス』日経BP社，２００２
年５月号，７９頁。
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いずれにしても事業の外部化は，資金や人材，技術など社内の経営資
源をより効率的に配分することによって事業の選択と集中を合理的に進
め，企業全体の経済的価値を高めようとするものである。そのためにも
新規事業の創出などイノベーティブな活動を推進していく上で，事業を
外部化していく意義を親元企業が改めて認識し，それを経営戦略として
明確に位置づけ，スムースに事業を外部化し，運営していく上で必要な
資金，技術や人材を支援し，事業リスクを軽減するシステムづくりに関
係していくことが課題となる。
そこで，社内ベンチャー，スピンオフ，スピンアウトなど様々な事業
外部化の手法がある中で，企業戦略に適う手法を合理的に選択していく
上で，各手法の意義と課題を以下で改めて比較してみていこう。
３ 社内ベンチャー
１）社内ベンチャーの規定
将来有望だが既存事業の枠組みの中では取り上げにくい新規事業を，
起業家精神に富む社内の人材に権限と責任を与え，社内の経営資源を活
用しながら社内プロジェクトとして速やかに事業化へ取組むとともに，
社内の活性化をめざす手法として社内ベンチャーがあげられる。ベン
チャーの機動性やリスクテイクの機能を発揮して社内で新規事業へ取り
組むため，事業アイデアを募集し，審査する専門部署を設けて新規事業
が実施される２１）。
社内ベンチャーについて，ヒッペルは新製品を開発し，市場へ導入し，
２１）例えば，新規事業の立ち上げに関連する法務や財務など社内の部署から関連
するメンバーを集め，社内の各部門や社員からの事業提案を審査し，決定し
て新規事業を推進する専門組織「ニュービジネス審査会」を設けている大林
組のケースがみられる。『日経コンストラクション』日経BP社，２００１年８月１０
日，５４頁。
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少なくとも市場活動の初期段階をやり遂げる企業内の個人あるいはグ
ループと定義づけている。またピンチョーによる「多くの優秀な人材と
豊富な資源の集まる大企業の内部で，その企業家精神を活用する方法」
との，あるいはロバーツによる「異なった市場へ進出するか，あるいは
全く異質な製品を開発することを目的として，企業が社内に独立な事業
体（全く独立の事業部やグループ）を設けること」との，さらに大江に
よる「社員個人が自らビジネスアイデアを提案し，企業がそのアイデア
の事業化のために個人を支援する制度」との社内ベンチャーの規定がみ
られる２２）。
これらの諸規定から，社内ベンチャーの規定として以下の要素があげ
られる。第１は，企業の成長，存続のため新製品の開発や新市場への進
出など既存事業と異なる新規事業の創造を目的とすることである。第２
は，新規事業を立ち上げるために必要な経営資源が社内で集められ，運
営についての権限が社内の起業家的な役割を果たす人材やグループに委
譲された組織のことである。こうした規定要素を踏まえて，社内ベン
チャーとは新規事業を創出していくため，それに必要な経営資源を社内
２２）Hippel, E.V.,“Successful and Failing Internal Corporate Ventures: An Empri-
cal Analysis”, Industrial Marketing Management ,１９７７, Vol.６, p.１６３. G. Pinchot,
op. cit ., p３. 清水紀彦，前掲訳書，２６頁。E.B. Roberts,“New ventures for cor-
porate growth”, Harvard Business Review , July-August,１９８０, p.１３６. 大江健・
駒林正士「社内ベンチャー制度の効果的活用」『国際経営・システム科学研究』
早稲田大学アジア太平洋研究センター，No.３６，２００５年，３０頁。その他，社内
ベンチャーについては，ファストによる潜在的な新規事業の機会を追求し，
新規ベンチャーの事業計画を策定し，新規ベンチャーの初期の商業化を実現
することを主要な責務とする組織ユニットとしての「新ベンチャー部門（New
Venture Department）」の定義づけがみられる。N.D. Fast,“New Venture De-
partments: Organizing for Innovation”, Industrial Marketing Management , Vol.
７,１９７８, pp.８０―８２. さらに「事業部門からやや距離のある，異質な市場への進
出，あるいは異質な製品の開発を目的として，企業が社内に独立な事業体（企
業内企業）を設けること」との榊原による社内ベンチャーの規定もみられる。
榊原清則「社内ベンチャーの意義」『組織科学』第１９巻第１号，１９８５年，２１頁。
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で調達し，事業運営の権限を事業アイデアを起案した個人・グループに
付与した独自のベンチャー組織と規定される。
つまり新製品の開発ないし新市場の開拓による新規事業の創出を目的
に，社内であたかも独立したベンチャー企業のように活動する事業体が
社内ベンチャーである。したがってそのリーダーには，研究開発，生産，
マーケティング，財務，人事など新規事業の運営に関する権限が与えら
れているが，基本的には本体からの全面的なバックアップの下での事業
活動という点に社内ベンチャーの特徴がある２３）。そのため社内ベン
チャーの対象も，将来の事業成長が期待され，起業家能力や技術力など
の経営資源を社内に留めて発揮させ，社内を活性化させるような領域と
なる。
２）社内ベンチャーの意義と課題
社内の経営資源を有効活用し，将来の新しい事業成長の芽を探ること
を目的に社内で起業する社内ベンチャーの意義は，第１に起業家精神に
富んだ人材など社内の経営資源を活用して新製品の開発や新市場の開拓
など新規事業を社内で独自に展開することである。またそのプロセスを
通して，起業家精神をもつ人材の育成や新規事業に係る新たな知識やノ
ウハウを習得し，蓄積することで社内を活性化する意義がみられる。
第２の意義として，一定の予算内で新規事業のリスク管理が明確に行
われることである。裁量権が付与された社内ベンチャーの担当者にとっ
て，事業目標に対する新規事業の管理が予算を通して容易となる。その
意味で，社内ベンチャーは開発が完了し，事業収益によりその成果がよ
２３）「既存の組織内部に半自律的な組織単位を創設することである」との大滝によ
る社内ベンチャーの特性からも，本体からコントロールを受ける社内ベン
チャーの半自律的な組織運営の特徴づけが看取される。大滝精一「社内ベン
チャー―その可能性と組織論的意味」『組織科学』第１７巻第４号，１９８４年，７７頁。
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り客観的に評価される事業化フェースに入る段階，いわば企業内起業の
初期段階での新規事業のシミュレーションとして効果的であろう。
社内ベンチャーの第３の意義として，新規事業に対する権限を事業ア
イデアを起案した社内の人材へ付与することで，有能な人材の社外流出
を防ぐとともに２４），彼らのモチベーションを高めるなど社内活性化を促
す意義があげられる。また一般の独立系ベンチャー企業と比べて，本体
からの全面的な支援の下で自己実現の図られる社内ベンチャーの方が，
組織内での安定を志向する日本社会での人材活用に適していることもあ
る。さらに起業に必要な事業アイデアを社内で取り上げることは，新製
品の開発や新市場の開拓など新規事業の創出にとってどのようなアイデ
アが必要かの気づかせによる社内活性化の効果にも期待される。元来新
規事業の創出には，既存事業と異なったアイデアや経営スタイルを必要
とするにもかかわらず，既存事業と同じアイデアやスタイルで手がけて
も新規事業の芽を摘んでしまうことにもなりかねない。その点で社内ベ
ンチャーの意義は，既存事業の発想から離れて新規事業を社内で創出す
ることにあるともいえる。
いずれにしても社内ベンチャーは，企業内の経営資源を，なかでも起
業家精神に溢れた人材を有効に活用しながら社内で将来有望な新規事業
を創出し，革新的な風土を社内に醸成し，社内を活性化していく上で有
意義であるといえる。
しかしながらその反面で，社内ベンチャーはその制度の意義が十分に
認識されず，その周知が不徹底である問題を抱えている。また新規事業
に必要な資金などの経営資源が本体から賄われ，強いコミットメントの
２４）「新機軸実現の原動力になる優秀な社員を引きとめておくことができない企業
は，無用の人材だけの集団になってしまう」とのピンチョーの指摘からも，
ベンチャー活動において優秀な人材を引きとめていくことの重要性が窺われ
る。G. Pinchot, op. cit ., p１４. 清水紀彦，前掲訳書，３９頁。
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下にあるため，ベンチャー本来の機動性やリスクテイクなどの強みが十
分に発揮されない問題点があげられる２５）。さらに通常，既存組織との兼
任をなくしたプロジェクト専任の体制がとられるが，実際には兼任体制
であったり，十分な実行部隊が整備されず，プロジェクトが終了すると
解散され，継続しないことも少なくない。すなわち社内プロジェクトと
して事業遂行の権限は起案者に委譲されているとはいえ，本体での既存
システムの延長線上にあるため，本来の起業家精神が十分に発揮される
とは言いがたい状態にある。また新規事業の担当者は社内にとどまり，
事業のリスクテイクに対するインセンティブも報酬体系を中心に必ずし
も十分整備されていない中で，ベンチャー本来の機能を十分に発揮して
いくことができない。
つまり社内ベンチャーは，本体の強い影響を受けて社内に設立された
分社的なプロジェクト組織にとどまり，失敗しても身分は保障されるな
ど真にリスクを冒して起業能力を発揮しにくい状況にある。また真に起
業家精神に溢れた者は，基本的に企業組織の殻に捉われず自由に独立す
ることから，既存システムのしがらみに縛られた社内で真の起業家を発
見することは容易ではない。
また大規模組織にありがちな人材や技術などの資源を大量に保有して
いれば，多くの事業アイデアがでてくるとの錯覚が生じやすい組織風土
をはじめ，事業アイデアが起案者の個人的な資質や経験，意欲に大きく
依存し，応募された事業アイデアや事業計画，技術力などをどのような
基準で評価するのかが不明確である。あるいは起案が採択され次第，事
２５）社内ベンチャーの成果について，「新規事業創出についてはもう少しであると
考えている企業が大半である」との指摘にみられるように，新規事業の創出
に対して社内ベンチャーの成果が十分上がってないことが窺われる。福田佳
之「スピンオフ型のベンチャー企業は日本の創業活発化の切り札か」『TBR産
業経済の論点』東レ経営研究所，２００４年，７頁。
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業の準備から立ち上げまで起案者へ一任されてしまうことが多く，事業
計画の練り直しやテストマーケティングに基づいた事業化可能性の評価
など全社あげての支援やフォロー体制も脆弱である２６）。しかも新規事業
の経験やノウハウが起案者個人に帰し，企業内で持続的に蓄積されるこ
とが少ないという問題も存在する。これは，社内ベンチャーを支援する
親元企業サイドでの旧態依然としたビジネスプロセス，意思決定や管理
運営スタイルから離れられず，ベンチャーの大きな魅力である自由で革
新的なエネルギーを奪ってしまっている問題点を示唆している。
したがって社内起業家が本体からの過度な干渉を回避し，機動性やリ
スクテイクなどベンチャー本来の機能を担い，発揮していくためにも，
新規事業の遂行を本体から分離独立した上で，リスクテイクの対価とし
てストックオプションによる成功報酬などのインセンティブ策を独自に
設定して起業能力を発揮させる対応が必要となろう。その意味でも，親
元企業が新規事業を創出し，社内を活性化していくためにも，外部化す
る事業の担い手である起業家にその能力を十分発揮させる仕組みづくり
が不可避となる。そのため例えば，新規事業に対して投資を行う社内ベ
ンチャーファンド「沖ベンチャーファンド飛翔」に応募したチームに対
して，外部コンサルティングによる指導やアントレプレナーセミナーな
どインキュベーションプログラムへの参加を義務づけている沖電気工業
のケースにみられるように２７）社内ベンチャー育成の支援が必要となろう。
２６）経団連意見書において，企業内起業で新規事業を創出していく上で困難な要
因として，「ビジネス・プロデューサーの確保・育成」（４９．４％）が最も大き
く，企業内で新規事業を専門的に扱う人材の不足が問題であることが看取さ
れる。経団連意見書『新産業創出に関する緊急アンケートについて』経済団
体連合会，１９９９年１月２７日。
２７）『日経ビジテック』日経BP社，No.００４，２００４年１２月２０日，１５６頁。
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３）社内ベンチャーによる開発の意義と課題
社内の経営資源を有効活用し，将来の新しい成長事業の芽を探ること
を目的に社内で起業する社内ベンチャーによる開発には，第１に新規事
業に必要な開発成果の迅速な有効活用とその延長線上でスピーディに開
発を進めていく意義があげられる。すなわち社内ベンチャーとして立ち
上げる新規事業に活用する開発成果は一応一段落しているため，新規事
業の立ち上げに必要な開発成果を改めて産出するリスクは小さくなる。
しかも社内ベンチャーでの開発においては，社内の研究施設やインフラ，
蓄積データなどが利用され，試作品のテストや評価に当たっても社内関
係者へ依頼ができるため，社内ベンチャーにおける応用，開発もスピー
ディに進められる意義をもつこととなる。
第２は，社内の技術開発者のモチベーションを向上する意義である。
開発成果を産出したにもかかわらず，その成果が製品化や事業化に活か
されていない技術開発者にとって，自ら開発した成果を製品化や事業化
へダイレクトに携わることでそのモチベーションの向上に期待される。
そのためにも，例えば研究開発から製品化，テストマーケティングまで
を研究開発者自らが進めるインキュベーションセンターを設立し，事業
化意欲の高い研究開発者を育成し，自己実現を図っているNECにみら
れるように２８），自ら開発した成果を製品化や事業化へ結びつけていく体
制づくりが必要となる２９）。
このように新規事業に必要な開発や開発成果の活用に対する権限が起
２８）天満勉「研究成果を研究者が市場へ提案」『研究開発マネジメント』アーバン
プロデュース社，２０００年７月，１０頁。
２９）画期的な技術・製品を生み出しやすい組織の条件として，「既存組織や会社の
壁を越えて必要な人材を必要なときに集めやすい」（７９％）の他，「開発から
事業化まで一貫して手掛ける」（４３％）もあげられており，画期的な新製品・
技術の開発にとって開発から事業化までを一体化する仕組みづくりが重要で
あることが理解される。『日経エレクトロニクス』日経BP社，２００５年４月１１
日，９５頁。
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案者に付与される社内ベンチャーでは，なかでも起案者自らが開発に携
わった技術開発の場合，その開発成果をダイレクトに事業へ活用し，事
業活動を通してさらなる開発を進化させることが実体験できる。そのこ
とが，技術開発者のモチベーションを高め３０），有能な技術開発者の流出
を防ぐ意義があげられる。したがって社内ベンチャーの開発は，既存の
枠組みの中で技術開発者個人の開発アイデアを活かす独自の開発体制に
より社内の開発体制を活性化することとなる。
しかしながら確かに社内ベンチャーによる開発には，起案者に技術開
発などの権限が委譲されているとはいえ，技術開発者は社内の開発資源
を活用し，かつ開発リスクも本体が負うため，基本的にこれまでの自前
の開発体制とは何ら変わりがない。換言すると，社内ベンチャーでの開
発に当たっては，社内の開発体制から完全に自律化が図られないため既
存の開発システムの制約を受けやすくなる。なかでも既存の開発テーマ
と比較して不確実性の高い新規の開発プロジェクトでは，その事業化が
困難となり３１），中止に追い込まれるなど継続的な開発が困難となる。さ
らに新規性が高く，既存の開発領域との関連性が薄い開発ほど，既存の
開発資源が活用しづらくなる。まさに社内の強い影響を受けた開発プロ
ジェクトとしての社内ベンチャーによる開発では，既存のしがらみを断
ち切った新規の開発テーマへ継続的に従事することが必ずしもできない。
３０）画期的な開発を進めていく上で，技術者の意欲を高める要素として，「やりが
い・達成感」が７６％で最も大きな要素となっており，技術者のやりがい・達
成感といったモチベーションが画期的な開発にあたって重要であることが分
かる。『日経エレクトロニクス』日経BP社，２００５年４月１１日，９０頁。
３１）多角化を進めている住友電工の研究開発プロジェクトにおいて，事業部に移
管されたプロジェクトの技術は５６％で，事業部に移管された技術を基に新製
品の販売にこぎつけたものは４１％にすぎず，社内の研究開発プロジェクトで
産まれた技術成果の事業部への移管や事業化の成功確率には厳しいものがあ
る。大澤良隆・宮崎久美子「一企業における研究開発プロジェクトの事業化
までのパフォーマンス分析」『研究・技術計画学会年次学術大会講演要旨集』
２０巻２号，２００５年１０月，５６５頁。
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また社内ベンチャーによる開発では，起案した技術開発者の個人的な資
質や経験，意欲に強く依存した開発が時限的に行われるため，その開発
経験やノウハウを社内で継続的に蓄積する学習システムが十分に整備さ
れているとは言い難い問題も存在する。
したがって社内の技術開発者が，既存の開発システムから離れた自由
な立場や発想の下で革新的な開発テーマに自律して取組んでいく上で，
本体の経営ビジョンや開発戦略の中に社内ベンチャーの開発を明確に位
置づけていくことが必要となる。例えば，「資源循環型・高度情報化社
会のなかでユニークな素材・製品・サービスをシステム化して提案・提
供し，世界有数の企業グループになる」という経営ビジョンとの整合性
はもとより，市場の魅力度，インパクト（独創性）の評価を行い，かつ
国内外の技術情報やマーケットの現状などを総合的に判断した上で，事
業化へ結びつくよう社内ベンチャーにおける研究開発のテーマを評価，
選択し，そこに社内の技術や人材などの開発資源を集中的に投下してい
る三菱マテリアルのケースがみられる３２）。まさにこうした本体の経営戦
略の下に明確に位置づけ，評価されることにより，社内ベンチャーの追
及する開発活動も透明性や納得性が高まり，自律的に開発していく効果
が期待される。
４ スピンオフ
１）スピンオフの規定
社内の起業家が主体となって，経営資源を活用するなど親元企業と一
定の関係をもって別会社で新規事業を起こすことが，スピンオフである。
スピンオフについては，「親元企業の支配下にある子会社でもなく，ス
３２）武下拓夫「戦略事業ドメイン制を中心とした研究開発により，２１世紀を担う
新規事業の育成を目指す」『研究開発マネジメント』アーバンプロデュース社，
２０００年７月，１６～１７頁。
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ピンアウトした独立のベンチャーでもない，いわば中間に位置するもの
で，親元企業が技術・人材・資本等の事業資源をベンチャーという形態
で外部にスピンオフ（分離）するもの」との経済産業省のスピンオフ研
究会による規定がみられる３３）。あるいはItoによると，単なる企業の分
裂を意味するのではなく，親元企業とスピンオフした企業の間には，い
わゆる親会社・子会社にみられるような一定の所有関係に基づいた非公
式的かつ継続的な相互依存関係の中で分離した状態をスピンオフとする
規定がみられる３４）。
こうした規定から，スピンオフとは，新規事業を創出するため資本参
加を含めて親元企業と何らかの関係を保った中で，本体から分離独立さ
せてベンチャーの形態により新規事業を行う事業体である。したがって
スピンオフは，いわば制度的に親元企業から分離独立した新しい企業体
であるが，親元企業と関連性を維持して新規事業を開始，展開する事業
体を特徴とする。そのため親元企業との関係を通して新規事業のスター
トアップのリスクを軽減し，新会社による継続的かつ自主的な事業化や
開発をもたらす手段としてスピンオフがとられることとなる。
２）スピンオフの意義
既存企業においては，イノベーションジレンマなどの要因から新規事
業へ進出する意思決定が迅速にできず，また開発成果や起業家精神旺盛
な人材などの経営資源を社内に埋没させるケースが多くなっている。そ
うした中で，本体から分離独立した別会社においてそれらの資源を活用
して新規事業を展開するスピンオフには，以下のような意義がみられる。
親元企業にとって，第１に資本参加により出資したスピンオフ企業が
３３）スピンオフ研究会『スピンオフ研究会報告書』２００３年４月，７頁。
３４）Ito, K.,“Japanese Spinoffs: Unexplored Survival Strategies”, Strategic Manage-
ment Journal , Vol.１６,１９９５, pp.４３１―４４６.
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成功した場合，キャピタルゲインを通した収益の向上に資する意義があ
げられる。第２に，企業内に埋もれた遊休施設や設備など未利用の経営
資源をスピンオフにより別会社の新規事業において有効活用することで，
本体での埋没コストを削減しながら，新規事業のリスクを回避する意義
があげられる。すなわち親元企業では，一般に事業領域が拡大するにつ
れ，事業の選択と集中により人材や設備など経営資源の間で不適合が生
じる。スピンオフは，こうした事業の再構築に伴い不適合によって埋没
する開発成果や人材を別会社において活かす機会を創り出すことで，企
業全体としての経営資源を再配分し，活力を維持する契機としての意義
をもつ。第３に，新規事業を別会社において機動的に創出するスピンオ
フを制度化することで，既存企業内においても持続的にイノベーション
を促進していく制度上の意義があげられる。第４に，社内で起業家精神
旺盛な人材をスピンオフで有効活用することで，彼らのモチベーション
向上やキャリアパスの多様化をもたらす意義があげられる。このように
スピンオフは，親元企業にとって未活用資源の有効活用ばかりか，起業
家精神を発揮する場づくりとして有効な手法といえる。
ついで，スピンオフ企業にとって，第１に起業時において親元企業と
一定の関係を保つことで，一般の独立系ベンチャー企業と比べて資金調
達，販路開拓，人材確保など事業のスタートアップに不可欠な経営資源
やノウハウ整備の負担が緩和される意義があげられる。これは，本体に
とってコア事業ではないが，将来伸びる可能性のある新規事業に対して，
親元企業の技術や人材，資金といった資源を活用できるため，一般にベ
ンチャーを単独で設立する時の負担やリスクが低減されることを示唆す
る。しかもスピンオフの場合，既に社内で一段落した開発成果はもとよ
り，親元企業の事業資金や販売先，ブランド力を活用できる点でより有
利に新規事業をスタートアップし，展開させる可能性が高くなる。なか
でも親元企業から一定の出資を受けてスピンオフする場合，スタート
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アップでの大きな課題である資金調達の問題が緩和されるとともに，出
資に見合う技術力や事業評価が同時に行われる点で意義がある。第２に，
スピンオフ企業では，本体から独立した独自の意思決定が行え，小回り
の効くベンチャー企業としての機動性が発揮されやすい意義があげられ
る。つまり本体や既存事業の影響を受けやすい社内ベンチャーと比べて，
スピンオフは形式上本体からの制約を受けず，機動的に新規事業を立ち
上げ，継続的に展開できる点でその意義がみられる。
さらに起業者個人にとって，スピンオフ企業ではその独立性に基づい
てストックオプションの導入などリスクテイクに対する正当な報酬体系
の設定によりモチベーションを高める意義があげられる。こうした措置
は，起業者のモチベーションを高めるとともに，スピンオフ企業におい
て外部から優秀な人材を確保する一つの有効な手法ともなる。
したがってスピンオフは，親元企業において新規事業に係る経営資源
を保有するが，ベンチャー育成の土壌が整っていず，市場規模の観点か
ら本体自らが進出しにくいニッチの分野で，かつ本体での事業リスクを
回避しながら新規事業を展開する有効な手法といえる。そのためスピン
オフの対象も，親元企業において新規事業に対する潜在的な経営資源を
外部に解き放ち，別会社で起業家精神を発揮して継続的に展開すること
により，本体とスピンオフ企業双方の活性化が図られる領域となる。
いずれにしてもスピンオフにより，親元企業にあっては，コア事業へ
の経営資源の集中による財務体質の改善，スピンオフ企業への出資によ
るキャピタルゲインの取得，大企業病の弱点を克服しつつ機動的に新規
事業を創出する革新的な企業風土づくりがもたらされる。またスピンオ
フ企業にあっては，親元企業の技術や人材をベースに起業リスクを軽減
しつつ，独立した別会社としてベンチャー本来の自律的な新規事業の運
営が可能となる。この点で，スピンオフは親元企業およびスピンオフ企
業双方にとって新規事業を創出し，イノベーション活動の活性化を通し
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て日本経済の活性化に資するものとなる。
３）スピンオフの課題と対応
スピンオフは，本体から分離独立させた別会社で新規事業を展開する
ことから，本体での事業展開に係る調整コストの負担を軽減し，本体に
埋没する経営資源を活用したスピーディな新規事業のスタートアップや
起業者のモチベーション向上を図ることができた。
しかしながらその反面で，スピンオフには優れた技術や人材が社外流
出することから，親元企業の保有する経営資源を活用してスピンオフす
る事業領域をいかに評価するかが問題となる。この問題に対して，まず
は新規事業の創出に一定の関係をもつスピンオフ企業の意義を認識し，
親元企業の事業戦略においてスピンオフを明確に位置づけていくことが
必要となる。例えば，トッパングループの競争力を高めるため，「彩り
の知と技」の企業理念や「おもいをかたちに，可能性実現企業」の事業
コンセプトの下で，グループの企業価値を高める情報・ネットワーク系，
生活環境系，エレクトロニクス系など５つの事業領域であれば，自由な
事業活動を認めている凸版印刷のケースがみられる３５）。このように親元
企業の経営戦略にスピンオフを明確に位置づけることによって，スピン
オフの事業領域も明確となり，それに必要な社内資源の活用関係も納得
されるものとなる。
第２の課題は，本体での事業活動と違って，起業家精神を発揮して自
律的に活動することがベンチャーの大きな成長要因となる中で，本体か
ら分離独立して自律的に経営するスピンオフ企業の脆弱な経営基盤の問
題である。その中で，スタートアップ時の資金問題に対して，例えば社
員の起業を後押しする資金支援として５億円を上限に出資する「パナソ
３５）『労政時報』第３４９２号，２００１年５月２５日，１３～１７頁。
千葉大学 経済研究 第２４巻第２号（２００９年９月）
（２６１） １０１
ニック・スピンアップ・ファンド」を創設しているパナソニックをはじ
め，スピンオフを促し，新規事業の創出を目指すため起業出資の支援制
度として上限を設けず，案件ごとに出資を決める「チャレンジ２１」を設
けているリコーにみられるような３６）起業資金の支援策で一定の関係をも
つことが必要となろう。あるいはスピンオフにより起業者の潜在能力を
発揮させるために，高い技術力や経営ノウハウをもつ社内の起業家に対
して，独立資金の元手となる退職金を割り増しする早期退職制度の導入
をはじめ３７），社内で温めてきた事業アイデアを起業者自らが一定の出資
を行い，事業化する起案者出資型のベンチャー企業の設立も，起業資金
の調達に役立つとともに，スピンオフ事業に対する自己責任の意識を高
める手法と考えられる。さらに富士通の社内ベンチャーからスピンオフ
した電子書籍の配信サービス会社「パピレス」が，その売上が伸び悩む
中で親元企業の運転資金融資制度を活用し，４，０００万円を借り入れたよ
うな運転資金の支援制度などもスピンオフの資金支援策として必要とな
ろう。
また小規模組織でのスピンオフには，その事業経営にあたって人材の
確保や育成の問題もある。この課題に対しては，一つにスピンオフ以前
の段階から親元企業の中で起業ないしスピンオフ事業に適した人材を計
画的に選抜，育成し，かつスピンオフ後も本体からの人材派遣などで協
力関係を形成する対応が考えられる。例えば，NECの社内ベンチャー
からWEBを活用したコンサルタント事業としてスピンオフした「リッ
チピクチャーズ」では，優秀な人材が大企業に集中する中で，NEC本
体からの出向により人材面で支援してもらっており，親元企業と人材面
３６）『日経ビジネス』日経BP社，２００３年１１月３日，３８～３９頁。
３７）日本IBMでは，満５０歳で退職する社員に対して退職金を有利な条件で受け取
れる早期退職制のほか，４７歳から３年間は次のキャリアを模索するための期
間として休職を認め，起業意欲のある社員の外部化を促進する制度が設けら
れている。『日経ビジネス』日経BP社，２００２年４月２９日，３４頁。
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で支援関係を保つことが必要となろう。
その他，日本では依然としてベンチャー企業による市場開拓や取引関
係の構築が容易でない中で，親元企業のブランドが新規顧客を開拓し，
取引関係を構築する上で役立ったとする富士通の社内ベンチャーから
ネットワーク・システムの構築事業としてスピンオフした「アルファ・
オメガソフト」社のケース３８）にみられるように，親元企業のブランドの
活用がその経営基盤の整備にあたっても必要となろう。
いずれにしてもスピンオフにより新規事業を創出していく上で，スピ
ンオフの事業領域を評価し，その脆弱な経営基盤を補うためにも，一定
の関係をもつ親元企業の支援が重要となる３９）。
４）スピンオフによる開発の意義と課題
新規事業を展開する上で，スピンオフにより親元企業やスピンオフ企
業双方にとって種々の意義がみられる中で，スピンオフに際して重要な
要素となる技術の外部化が，ひいては開発戦略としてどのような意義と
課題があるかに絞って以下でみていこう。
親元企業の開発成果である技術をライセンスしてスピンオフした場合，
親元企業にとってロイヤルティの確保など親元企業の収益に資する意義
があげられる。同時にまた，企業内に埋もれた未利用特許など知的財産
権の維持管理コストが発生する中で４０），スピンオフにより未利用特許を
有効活用することで，本体での特許維持コストを削減する意義があげら
３８）パピレス，リッチピクチャーズ，アルファ・オメガソフトについては，『日経
ネットビジネス』日経BP社，２００１年５月２５日，７１～７２頁を参照。
３９）スピンオフベンチャーを促進するために必要な条件として，「社員に対する起
業家養成教育」（４４．４％）をはじめ，「失敗を許容・評価する風土の醸成」
（３０．６％），「親会社による十分な人的援助」（２５％），「成功したときの処遇」
（１９．４％），「親会社による十分な資金援助」（１９．４％）の条件があげられてい
る。大学発ベンチャー研究会『大学発ベンチャー研究会提言』２００８年３月，１０頁。
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れる。さらに本体でのコア技術の開発に資源を集中することで，コア技
術の効率的な開発にも期待される。
ついで，スピンオフ企業の開発にとって，一般に起業者自らが開発に
携わってきた成果を移転して事業化を図るため，高い技術移転の効果に
基づく継続的な開発が期待される。既に親元企業で一段落した開発成果
を独立によってさらに継続して活用できる点で，新規事業での開発リス
クを軽減し，継続して開発できる意義がある。すなわち親元企業におけ
る開発済みの成果をベースに新規事業での開発へ継続して活用できるこ
とで，初期段階での開発リスクを軽減することができる。しかも独立し
たスピンオフ企業独自の開発戦略の下で機動的に開発が行え，開発者の
モチベーションの向上に結びつける意義があげられる。つまり開発成果
を生み出した技術開発者にとって，それまで十分に活用されていない開
発成果をスピンオフによって自ら新たに活用できるとともに，さらなる
応用，開発が独自に行われることから，そのモチベーションが高まるも
のとなる。
したがってスピンオフによる開発領域としては，第１に新規の開発活
動に対して，既存の開発システムのしがらみに直面している領域があげ
られる。すなわちこれまでとは異なるハイリスクの開発テーマで，既存
の開発部門からコンセンサスを取り付けることの難しい，ないし開発の
必要性は認識されてはいるものの，開発リスクや事業規模の観点から開
発の対象としての優先順位が本体では低くなってしまうような開発領域
である。第２は，従来のヒエラルキー的な開発組織ではなく，グループ
４０）２００５年度の日本企業の知的財産活動費は９，１５７億円で，２００２年の４，４６２億円と
比べて倍増しており，知的財産に係る活動費用のかかることが窺われる。特
許庁編『特許行政年次報告書２００４年版』発明協会，５４頁，同２００７年版，６０頁。
また特許出願・維持コストのかさむことで悩む企業は７４．４％でみられる。『日
経バイオビジネス』日経BP社，２００２年５月号，８１頁。このことからも，特許
出願・維持コストの負担が窺われる。
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１０４ （２６４）
ないし個人の寄り合う緩やかで小規模組織による開発が望ましい領域で
ある。すなわち開発者の自主的な意思決定に任せた方が，スピーディな
開発にとって望ましい領域である。第３は，開発テーマの選定から販売
までを一貫して担当させ，開発コストの計算や事業として成り立つかに
責任を持たせることが必要な開発領域である。
しかしながらその反面で，スピンオフには本体での潜在的な技術力や
開発者の社外流出を伴うことからスムースな技術や開発者の外部化をは
じめ，スピンオフ企業において継続して固有の開発力を強化していく開
発基盤の整備などが問題となる。
この問題に対しても，まずは親元企業と競合関係にならず，他社の参
入困難な開発領域を事前に評価した上でスピンオフし，そこへ開発資源
を投入し，集中的に強化していく方法が考えられる。また技術の外部化
に際して問題となる技術の帰属問題についても，例えば半導体検査装置
を開発するNECからスピンオフした企業「ファブソリューション」に
おいて，NECが同社に特許を譲渡し，ライセンス料を受けるという契
約を事前に結んだ上で，開発支援を行っているケースにみられるよう
に４１），技術の帰属関係を明確化した上で，親元企業からの開発支援の関
係を結ぶことも必要となろう。このことは，単に技術の帰属問題ばかり
でなく，スピンオフ企業での脆弱な開発基盤の問題にとっても有効な施
策として役立とう。
いずれにしても親元企業における開発成果を活用し，スピンオフによ
り改めて独自に開発を進めていく上で，スピンオフ企業独自の開発ビ
ジョンを明確にして４２），開発領域の棲み分けを図ることが必要となる。
例えば，先のファンコム社の開発にあたっては，本体のパナソニックで
４１）宮野尾哲司・前田昇「社内ベンチャーの新コンセプト考察」『研究・技術計画
学会年次学術大会講演要旨集』１７巻，２００２年１０月，１１６頁。
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の「世界最小」，「業界初」や「市場最速」といった開発コンセプトに代
わり，「障害の程度に対して必要かつ十分な機能を備えて，使いやすい
こと」をスピンオフ企業独自の開発コンセプトとし，低価格・単機能で
あるが，本当に必要とされる製品を重視した独自の開発が行われている。
言い換えると，「新しいないし難しい技術を示すことではなく，難しい
技術をどれだけ簡単に示せるか」を開発コンセプトにおいて，親元企業
や他社に対して競争優位を発揮していく開発の行われているケースがみ
られる４３）。
５ カーブアウト
１）カーブアウトの規定
企業は様々な有形・無形の資産を事業に活用するが，それらの資産は
必ずしも全て活用されているとは限らない。それらは，事業の選択と集
中の中で切り捨てられた事業資産をはじめ，既存事業の延長線上で思い
切った事業転換が取りにくい事業資産，単独の資産だけでは中途半端な
事業展開しか期待できない事業資産などである。また新規事業の創出に
あたっても，事業コンセプトの未確立や事業資金の不足などにより社内
で十分活かされない事業資産もみられる。そうした状況の下で，単なる
事業資産の売却や処分ではなく，スピンオフと同様，潜在的に新たな成
長力ある事業を親元企業の経営判断により社外に切り出して運営する手
法としてカーブアウトがあげられる。
カーブアウトについては，「企業としてコアでない事業部門をいつま
４２）画期的な開発に必要な要素として，５段階評価で「技術者の熱意」の４．７ポイ
ントと「明確な目標設定やビジョン」の４．４ポイントが最も高い評価となって
おり，画期的な開発にあたって明確なビジョン設定の重要性が窺われる。『日
経エレクトロニクス』日経BP社，２００５年４月１１日，９０頁。
４３）松尾光晴，前掲稿，３３～３５頁。
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でも保持しないで思い切って切り出して，出身会社や第三者から一定の
支援を受けつつ新たな起業家精神の元で事業を再構築する手法」との前
田による規定がみられる４４）。あるいはカーブアウトとは，「親元企業の
戦略の下で，企業から経営資源（技術，人）を切り出して（Carve Out），
そこに外部の経営資源を取り込むことで，事業の成長を加速させること
を狙った，スピンオフの一形態である」との経済産業省委託の「ナノテ
クベンチャー企業支援による産業活性化に関する調査研究報告書」によ
る規定もみられる。その特徴として，単なるノンコア（不必要領域）を
切り捨てることとは異なり，親元企業の主導による戦略的な技術や人材
の切り出しによる外部経営資源の有効活用をあげ，親元企業との緩い連
携がスピンオフであり，株式保有等ある程度の利害関係を保持し続ける
のがカーブアウトであると両者の違いを示している４５）。また木嶋による
と，「カーブアウトとは，経営戦略として経営陣が事業の一部を切り出
し，第三者の評価，投資などを含む参画を得る大企業・中堅企業ベン
チャーの一つである」と規定している。そして起業家が単に主体的に独
立するだけでなく，親元企業の経営判断の一環として起業するもので，
親元企業から一定の出資等の強い支援を受けつつ，切り出す点にカーブ
アウトの特徴があるとしている４６）。
これらの諸規定から，カーブアウトは親元企業の保有する技術シーズ
や人材を経営戦略の下で外部に切り出し，出資などの支援を受けつつ，
第三者からの出資や経営資源を受け入れることによって機動的に新規事
業を創出していく事業体である。そのため親元企業の経営判断の下でそ
４４）前田昇「カーブアウトを促進するスピンアウト意欲」『テクノロジーマネジメ
ント』２００６年２月，６８頁。
４５）経済産業省委託・イノベーション・エンジン『ナノテクベンチャー企業支援
による産業活性化に関する調査研究報告書』平成１８年３月，１２７頁。
４６）木嶋豊『カーブアウト経営革命』東洋経済新報社，２００７年，４１頁。
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の経営資源を有効活用しながら，かつ外部の経営資源を取り入れて別会
社で展開するカーブアウトは，親元企業で起業家精神旺盛な人材が主体
となって事業を外部化するスピンオフをはじめ，本体丸抱えで新規事業
を社内で創出する社内ベンチャーや，本体と無関係に起業者が独立して
別会社を新設するスピンアウトと違う事業外部化の特徴をもつ。
したがってカーブアウトは，スピンオフと同様，市場規模や収益性の
観点から社内で事業化した場合，ビジネスチャンスを狭めてしまうよう
な事業領域をはじめ，社内で活かしきれていない技術や人材を切り離し
つつも，親元企業との関係を出資などにより維持しながら，とくに外部
の経営資源を活用した方が，本体での事業リスクを回避してスピーディ
な事業化が可能な場合，カーブアウトの手法が適しているといえる４７）。
例えば，企業内に埋もれかねない次世代ディスプレイ技術である
FED（電界放出型ディスプレー）の技術や人材を開発チームごと外部
に切り出し，新設したベンチャー企業「エフ・イー・テクノロジーズ」
へ出資し，本体から人材も出向させて開発を継続しているソニーによる
カーブアウトのケースがあげられる。このケースは，まさに次世代ディ
スプレイ技術としてのFEDと有機ELを同時並行して開発を進め，FED
の市場規模が小さいことから本体での事業化を断念し，有機EL事業に
集中したが，その後ソニーがパネルに対する要求使様の高いFEDを小
規模でスタートするため，FEDの開発チームごと別会社に切り出す
４７）ナノテク分野におけるカーブアウト戦略の選択理由として，自社の企業風土
の影響を受けにくい理由が最も多く，事業規模が小さく社内の評価基準に合
わない，また他社とのアライアンスがしやすくなるや，担当者のモチベー
ションが高まるといった理由があげられている。そしてカーブアウトを利用
する事業領域として，「コア事業」の１１％に対して，「ノンコアまたは休眠事
業」の３４％と「コア周辺事業」の２６％と，ノンコアおよびコア周辺事業領域
での活用が中心となっている。リーディング・イノベーション，前掲報告書，
１２～１３頁。
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カーブアウトの手法をとったケースである４８）。
２）カーブアウトの意義
親元企業の経営判断の下で出資などによりその関係を維持しつつ事業
を切り出し，かつ外部の資源を活用するカーブアウトは，第１に本体で
の強い既存事業へのしがらみを回避し，スピーディにカーブアウト独自
の新規事業が行える意義をもつ。例えば，文具メーカープラスの一事業
部から１９９７年にカーブアウトした「アスクル」は，新たなオフィスサプ
ライ事業を確立し，急成長したケースがみられる。このように親元企業
において将来性がありながらも埋没してしまう事業アイデアや技術を切
り離して新規事業を別会社でスピーディに創出することは，閉塞感ある
日本経済の活性化にとって大きな意義をもつこととなる。
第２に，親元企業の出資や経営資源ばかりでなく，ベンチャーキャピ
タルなど外部の資源を活用することで，一般の独立系ベンチャー企業と
比べてリスクを軽減して新規事業をスタートアップできる意義がある。
一般に新規に事業を開始し，軌道に乗せていくためには，製品開発，製
造，マーケティング，資金調達など様々な経営に関する知識や資源が不
可欠となる。なかでも事業経験の浅い新規事業へ進出する場合，資金繰
りや需要見通しの甘さなど経営資源やノウハウの不備から経営難に陥る
ことも少なくない。このように新規事業を開始する上で，それに必要な
開発から製造，販売まで多岐にわたる資源やノウハウを全て自前で整備
するにはコストやリスクの負担が大きくなる。その中で，外部の経営資
源を活用しつつ，かつ一種ののれん分けとして本体から新規事業を切り
出すカーブアウトは，起業リスクや負担を軽減して新規事業をスタート
４８）『日経ビジネス』日経BP社，２００８年８月２５日，３５頁，『日経マイクロデバイス』
日経BP社，２００７年５月，９４頁。
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アップできる点で大きな意義をもつ。
第３は，新規事業を別会社で創出し，運営していく体制を構築するこ
とで，持続的にイノベーションを活性化させていく意義である。既存組
織の壁を越えて外部の技術や人材を活用するカーブアウトは，異質な技
術の融合や人材の交流により新製品や新技術の開発というオープンなイ
ノベーションを持続的に促進する契機ともなる。またカーブアウトには，
新規事業を社外で展開するばかりか，カーブアウト事業の買い戻しの道
も残されており，親元企業を含めた制度的なイノベーションの促進に意
義をもつ。例えば，ソニー本体ではFEDの量産化に必要な資金調達が
できず，今後その量産化の可能性を探るためカーブアウトした新会社
「エフ・イー・テクノロジーズ」へFED技術を譲渡し，FEDパネルの
事業化の可能性が検証できた時点で，改めてソニー本体による買収・吸
収，他社との合弁，他社への事業売却など最適な選択を検討していく
ケースがみられる４９）。その意味で，カーブアウトはカーブアウト企業ば
かりでなく，親元企業での持続的な新規事業の創出にとって，ひいては
イノベーションの制度的な促進方法となろう。
第４に，カーブアウトによって外部資源の導入など本体以外の外部組
織とのネットワークが広がることから，親元企業よりも優れた経営資源
が活用されると同時に，外部のステークホルダーによる事業評価を踏ま
えた適正な事業運営が可能となる意義もあげられる。なかでも外部から
のベンチャーキャピタルの導入は，新規事業に必要な事業資金の調達に
資するばかりでなく，投資先であるカーブアウト企業に対する投資リ
ターンの事業評価や本体の事業戦略との関連づけに対する評価としても
役立とう。というのも有望な投資先を発掘し，そこへの投資を通して
キャピタルゲインを取得すると同時に，ベンチャーの事業経営に対して
４９）『日経エレクトロニクス』日経BP社，２００７年１月１日，４２頁。
事業の外部化とその技術開発上の意義と課題
１１０ （２７０）
様々な助言やコンサルティングサービスを提供するのがベンチャーキャ
ピタルだからである。この点で，ベンチャーキャピタルは，親元企業の
抱え込んでいる優良な休眠資産を発掘し，外部に引っ張り出す事業評価
の役割をはたすとも換言される。さらにベンチャーキャピタルは，単に
投資時における事業評価ばかりでなく，ステークホルダーとして事業運
営のモニタリングの役割もはたす。言い換えると，カーブアウト企業は
ベンチャーキャピタルを通してスタートアップ時の事業評価が行われる
とともに，独立後も事業のモニタリングを受けるなど事業経営の質が評
価されることとなる。
第５に，カーブアウトされた別会社で自己実現の場が与えられるなど，
切り出された人材のモチベーションを向上する意義があげられる。それ
は，同時に親元企業の抱える人材に対して大企業病を回避して起業家精
神を発揮しうる機会を提供する意義をもつこととなる。その意味で，と
かく大企業のイノベーション戦略として注目されるカーブアウトは，元
来大企業と比べてその機動性や旺盛なチャレンジ精神に優れている中小
企業における事業承継問題などにおいて，後継者候補に対して思い切っ
て起業家精神を発揮し，新規事業を経験させるためにもカーブアウトは
有効な手法となろう。
いずれにしても事業ポートフォリオ上適合しない新規事業に対して，
親元企業や外部の様々な経営資源を活用しながら本体の経営戦略の下で
事業を外部へ切り出すことが，カーブアウトである。したがってカーブ
アウトには，親元企業のイノベーションジレンマを打破し，事業リスク
を軽減しながらスピーディな新規事業の立ち上げや，切り出した人材の
モチベーション向上などが意図されている。しかもカーブアウトは，単
に親元企業での経営資産の有効活用に留まらず，カーブアウト企業自体
の成長を通したイノベーション促進にも期待された。この点でも，一般
の独立系ベンチャー企業だけでなく，既存企業から新規事業を切り出す
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カーブアウトは，イノベーションジレンマに陥りがちな企業組織を活性
化し，日本経済の活性化に資するものとなる。
３）カーブアウトの課題と対応
カーブアウトは，親元企業の経営戦略の下でそのブランドや資金およ
びベンチャーキャピタルなど外部の経営資源を活用しながら事業を切り
出して新規事業を展開する手法であった。そのためカーブアウトは，独
立系のベンチャー企業と比べてリスクを軽減し，スピーディな新規事業
の立ち上げに有効な手法であった５０）。
ただし，表１のようにカーブアウトの事例が未だ少ないことをはじめ，
カーブアウトの意義が十分に認識されず５１），なかでも既存事業へのしが
らみが強く，自前主義に固執する企業において，競合関係や外部との補
完関係，および新規事業に必要な資源を踏まえながら，切り出すべき新
規事業を評価することが課題となる。
カーブアウトの認識問題に対しては，その事例を通して機動的かつリ
スクを軽減した新規事業の展開などの実証によりその有意性を認識する
ことが必要となる５２）。また切り出すべく事業評価の課題に対しては，経
５０）新規事業の創出にとって，カーブアウト戦略が大変およびまあまあを含めて
役立つとする企業は５１％を占めており，カーブアウトに対する一定の有効性
が評価されている。リーディング・イノベーション，前掲報告書，１２頁。
５１）カーブアウトの認知度については，「内容を知っている」の３７％に対して，「言
葉は聞いたことはあるが，内容を十分に知らない」の４４％や「知らない」の１５％
と，過半でその内容が十分認識されていない。またカーブアウト戦略が選択
されにくい理由として，事業失敗時の処遇の不安の他，社内での戦略オプ
ションやメリットの理解の進んでいない事由が４割強を占めている。このこ
とからも，カーブアウトを実施していく上で，企業内でカーブアウトの意義
を認識することの重要性が理解される。リーディング・イノベーション，前
掲報告書，１１，１３頁。
５２）カーブアウトによる収益性などの効果に対する研究成果については，木嶋豊，
前掲書，第５章，第６章を参照。
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表１ カーブアウトの事例
企 業 名 親元企業
カーブア
ウト年度
事業内容
新日鉄情報サービス 新日本製鉄 １９８８年 情報システム事業
アドテックス 日本IBM １９９３年 ハードディスク駆動
装置のトータルソ
リューション事業
エスティ・エルシー
ディ
ソニー・豊田自動織機 １９９７年 シリコンTFT液晶
ディスプレイ事業
シクスオン 住友電工 １９９８年 シリコンカーバイド
半導体ウエハーの開
発・製造
セレスター・レキシ
コ・サイエンシズ
富士通 ２０００年 遺伝子発現像データ
ベースの開発
アクセラテクノロジ 富士通 ２００１年 高速データ検索・情
報活用サーバの開
発・販売
ランドソリューション 栗田工業・同和鉱業 ２００１年 土壌汚染浄化事業
パウデック ソニー中央研究所 ２００１年 高周波高電圧半導体
基板の開発・製造
ソニ ・ーエリクソン・
モバイル・コミュニ
ケーションズ
ソニー・エリクソン ２００１年 携帯電話端末事業
アドヴィックス トヨタ，アイシン精機，
デンソー，住友電工
２００１年 自動車用ブレーキの
開発・販売
ファブソリューション NEC ２００２年 半導体非破壊検査装
置の開発・製造・販売
オーエムバイロ 三菱重工業・大阪ガス ２００４年 総合排煙処理用触媒
の製造販売
チェフローズコーポ
レーション
日本交通産業 ２００４年 壁材・塗料事業
レーザフロントテク
ノロジー
NECなど ２００４年 レーザー加工機事業
資料）前田昇「カーブアウトを促進するスピンアウトの意欲」『テクノロジーマネジ
メント』２００６年２月，７０頁，木嶋豊『カーブアウト経営革命』東洋経済新報
社，２００７年より作成。
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営判断を下す親元企業の経営戦略においてカーブアウト事業を明確に位
置づけていくことが必要となる。例えば，今後通信マルチメディア端末
市場でトップ企業をめざすという明確な経営戦略の下で，ソニーは単体
よりもエリクソンと提携した方が有利に事業展開できるとの経営判断か
ら，携帯電話端末事業を両社５０％ずつの出資により，「ソニー・エリク
ソン・モバイル・コミュニケーションズ」としてカーブアウトしたケー
スがみられる５３）。このように親元企業の経営戦略へカーブアウトを位置
づけることによって，はじめて経営戦略として親元企業から切り出す事
業の選定からそこへ投入すべき経営資源などカーブアウトを実施し，新
規事業へ取り組むことができるからである。またその際，切り出すべく
新規事業の事業可能性を第三者の視点から評価するベンチャーキャピタ
ルの導入も考えられる。
第２は，出資など親元企業と一定の関係をもつカーブアウト企業にお
いて，いかに自律したベンチャー活動を行っていくか，いわば切り出し
た後の親元企業とカーブアウト企業の関係づけの問題である。確かに事
業を切り出し，スタートアップしていく段階で，事業化のノウハウや経
営資源を活用できる親元企業との関係づけは大きな意義をもつ。しかし
ながら一旦本体から切り出され，別会社となった以上，カーブアウト企
業自ら製品を開発し，市場を開拓するなど自律的な経営が基本となる。
さもなければ，親元企業の単なる関係ないし下請け企業となり，事業外
部化の本来的な目的である機動的な新規事業の展開が阻害されかねない。
この問題に対しても，一定の関係をもつ親元企業との間で明確な連携
ビジョンをもった上で，カーブアウトの使命を明確にすることが基本前
提となる５４）。その上で，例えば親元企業の出資を５０％以下にし，あるい
は累積黒字になった時点でカーブアウト企業に主導権を移管し，場合に
５３）木嶋豊，同上書，９２頁。
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よっては「NECの色がついていると見られると，新会社での顧客開拓
に支障の出る恐れがある」との判断から，設立時点でNECからの出資
を受けず半導体検査装置事業でカーブアウトした「ファブソリューショ
ン」にみられるように５５），カーブアウト企業の自律的な意思決定につい
て，出資比率によりカーブアウト先に主導権をもたせるなど事前に親元
企業との間で合意していくことが必要となる。
第３の課題は，カーブアウト企業において自律的な事業経営を行って
いく上での脆弱な経営基盤の問題である。カーブアウト企業では，確か
に親元企業や外部の経営資源を活用できるとはいえ，自律して開発力を
保持，強化し，新しい市場を開拓し，事業競争力を発揮していく経営基
盤を自ら確立していく問題がある。この問題に対しては，カーブアウト
企業が自律的な経営を行っていく経営基盤を確立するまでインキュベー
タの観点から親元企業が事業資金をはじめ，技術や人材確保，販路開拓
までを支援していくことが必要となる。そうした関係づくりによって，
カーブアウト企業の経営基盤が強化され，親元企業において事業の再構
築や社内の活性化が進み，双方にとって意義がもたらされることとなる。
あるいは経営基盤の問題に対して，カーブアウト企業において，例えば
製造や販売を外部に委託し，自らは得意の技術開発や設計にウェイトを
おき，技術ライセンシングを重視したベンチャー経営を行うなど自らの
事業領域を絞ることで経営基盤の負担を軽減していく方法が考えられる。
第４に，カーブアウトに際してその担い手となる親元企業から人材の
５４）大企業との連携における中小・ベンチャー企業の課題として，「大企業と協働
しさえすれば，といった極めて安易な動機に基づくものであるが故に，具体
的な連携ビジョンに欠ける」との中小企業基盤整備機構の指摘にみられるよ
うに，明確な連携ビジョンをもつことが，自律的なカーブアウト企業の経営
にあたって重要な要件となることが窺われる。中小企業基盤整備機構調査広
報部『平成１６年度中小企業環境調査 中小・ベンチャー企業と大企業の連携
における課題と支援のあり方（要約版）』２００５年３月，７頁。
５５）『日経ビジネス』日経BP社，２００３年１１月３日，３５頁。
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スムースな外部化の課題があげられる。基本的に自らの勤務経験の延長
線上で事業を切り出し，立ち上げるカーブアウトにとって，まさに勤務
経験元からのスムースな人材の外部化が，カーブアウトによって新規事
業を立ち上げ，運営していく人的担い手として大きな課題となる。
この課題に対しては，一般の独立系ベンチャー企業と同様，カーブア
ウトする起業者自身の起業家能力や経営能力が求められ，その事前の評
価が必要となる。その上で，人材の切り出しにあたって，出向や休職，
兼業などの選択肢を，あるいはカーブアウト企業が軌道に乗った段階で
ストックオプションなど独自のインセンティブを付与した転籍などの選
択肢を予め設けておくことも，組織での安定性を志向する日本社会にお
いて起業家精神に溢れた人材の有効活用にとって必要となろう５６）。
ただしこうした措置は，確かに本体から人材を切り出すリスクをある
程度軽減し，スムースな人材の切り出しをもたらすこととなろう。しか
しながらそうした措置だけでは，ベンチャーとして重要な要件である起
業家精神がカーブアウト企業の下で十分に発揮されるかが懸念される。
そのためもカーブアウトに備えて，本体での勤務を通して起業家精神に
溢れた人材を事前に発掘し，育成していくことが必要となる。まさにそ
うした事前の準備が，スムースな人材の外部化につながるといえる。
いずれにしてもカーブアウトにより新規事業を推進していく課題に対
しては，親元企業の経営戦略にカーブアウトを明確に位置づけて切り出
す新規事業を評価し，それに基づいて技術移転，資金や人材など親元企
業の支援関係を中心にカーブアウト後，自律した経営が行えるよう事前
５６）親元企業からのスムースな人材の切り出しに対して，例えば起業する社員は
退職するが，新会社の過半数の株式を握る手法をはじめ，起業する社員は出
向扱いにして本体が過半数の株式を握る手法，あるいは社内で擬似ベン
チャーとして事業に取り組み，その後独立するかどうかを検討するベン
チャー支援制度などの選択肢を設けているNTTデータのケースがあげられる。
『日経ビジネス』日経BP社，２０００年７月２４日号，４５頁。
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の合意や準備が不可欠となる５７）。
４）カーブアウトによる開発の意義と課題
カーブアウトによってみられる事業外部化の意義の中で，開発の意義
に絞ってみていく。第１に，カーブアウト企業の特性である機動性を活
かして，スピーディに新規事業に係る開発分野へ参入していく意義があ
げられる。なかでも既存技術へのしがらみを断ち切って新技術を選択す
る上で，新技術を別会社へ外部化して開発をつづけるカーブアウトは有
効な手法となる。技術の選択問題は，一つにフォスターの指摘する５８）製
品や技術の開発に投じた費用と効果の関係を示す技術のＳカーブによっ
て説明される。すなわち既存技術のＳカーブと比べて，新技術のＳカー
ブは技術の発展性に関する不確実性が高く，性能が劣り，コスト・ベネ
フィットの観点からその選択が躊躇される。新技術のＳカーブが選択さ
れるためには，新技術が既存技術の成果を上回る必要がある。それを見
極めるには，一つに既存技術と新技術の両技術を同時に追求し，両技術
の優劣を際立たせなければならない。まさに親元企業において新技術と
既存技術を同時に追求し，両技術の価値を見極めた上で，既存技術の成
果を上回らず切り捨てられるような，あるいは既存技術への固執を断ち
切って開発初期段階でスピーディに新技術を選択するためにも，新技術
を別会社へ切り出し，開発を続けるカーブアウトは有効な開発手法とい
える。
第２に，カーブアウト企業の開発において親元企業やそれ以外の開発
５７）カーブアウト戦略を推進していく上での対策として，新しいオープンソース
戦略やアライアンス戦略の一つとしての有効性の訴求の他，起業サイドでの
インセンティブ評価，ミドルエイジ世代の人材育成などがあげられている。
リーディング・イノベーション，前掲報告書，１４頁。
５８）Ｒ. フォスター著，大前研一訳『イノベーション―限界突破の経営戦略―』TBS
ブリタニカ，１９８７年，２８頁，９６頁。
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力を活用していくことによる開発コストやリスクの軽減など効率的な開
発のほか，異分野技術の融合による新製品や新技術の開発など革新的な
開発の意義にも期待される。例えば，土壌汚染に対する幅広い顧客ニー
ズに対応していくため，水処理に得意な栗田工業と金属汚染除去に得意
な同和鉱業がそれぞれ技術を出し合い，２００１年にカーブアウトした「ラ
ンドソリューション」を設立することで，新しい土壌汚染へのニーズ対
応を可能としたケースがあげられる５９）。このように既存技術のストック
に基づきさらに異分野技術の融合が必要な場合，一種ののれん分けとし
て親元企業の技術資産が活用できかつ外部の開発資源を活用できるカー
ブアウトは，開発リスクやコストを軽減できるばかりか，異質の技術融
合や技術開発者との交流を通して革新的な新製品や新技術の開発が促さ
れ，オープンなイノベーションが促進される効果にも期待される。
なかでも単独の開発領域では十分な開発競争力を発揮できないIT，
バイオやナノテクノロジーなどの分野において異質の開発資源を融合す
るためにも，既存の開発組織とは異なった別会社での開発が一つの手法
となる。したがってカーブアウトの開発領域としては，異分野の開発情
報やノウハウを必要とする領域をはじめ，他社と開発分業やネットワー
クを形成しやすい領域，あるいは開発システムの中で要素技術の開発を
行うことで競争優位性を発揮しうる開発領域などがあげられる。
第３に，親元企業の制約から開放されて独自に開発へ取組んでいくこ
とから，自由裁量の高い開発活動を志向する技術開発者のモチベーショ
ンを向上させる意義があげられる。なかでも開発した成果が親元企業に
おいて事業化されない開発者にとって，開発成果を自ら事業化する機会
が別会社で与えられ，かつ開発を続けていくことでそのモチベーション
が高まることとなる。
５９）木嶋豊，前掲書，６７頁。
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いずれにしても別会社へ切り出して親元企業や外部の開発力を活用す
るカーブアウトによる開発を通して，親元企業のイノベーションジレン
マを打破するような新規の開発に取り組め，しかも開発リスクの軽減や
革新的な開発成果の創出が見込まれ，かつ開発者のモチベーションを向
上するなどの意義が期待される。
ただし自前の開発に固執し，イノベーションジレンマに陥り，技術の
切り出しに強い抵抗がみられる企業において，本体からの技術の切り出
し自体の問題が存在する。この問題に対しても，まず第１にカーブアウ
トによる開発の意義を改めて認識し，親元企業の開発戦略へ明確に位置
づけていくことが必要となる。それは，市場ニーズが高度・多様化し，
開発が加速化している中で，カーブアウトによって低リスクで機動的な
開発が可能となる意義を全社的に周知させることとなる。例えば，富士
通本体での事業化が難しい中，２００６年に富士通からカーブアウトした
「QDレーザ」は，世界トップレベルの技術および開発した人材を活か
し，同市場でシェアを獲得し，業界をリードするという親元企業の企業
戦略に基づいて量子ドットレーザ技術の開発を独自に進めているケース
がみられる６０）。
第２に，切り出すべく技術を譲渡するのか，ライセンス供与するのか，
その帰属が問題となる６１）。この課題に対しては，GaN系半導体基板を開
発，製造するためソニーから２００１年にカーブアウトした「パウデック」
社での開発において，ソニーで発明した特許のほとんどの利用が可能と
なったように６２），一般にカーブアウト企業の脆弱な開発基盤や自律した
６０）木嶋豊，同上書，７９～８０頁。
６１）技術をアウトソーシングする際の弊害として，「自社の技術力の維持・継承が
困難」（６７．６％）が最も多く，次いで「機密・ノウハウが相手に流れてしまう」
（４０．５％），「権利関係の扱いが面倒」（３２．４％）などと，技術の導入にあたっ
て知財の権利関係の帰属が大きな問題となっていることが分かる。小沼良直，
前掲稿，１５３頁。
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開発の観点から技術の譲渡が適していよう。いずれにしても職務発明規
定や秘密保持契約までを含めて切り出す技術の帰属関係を親元企業との
間で明確にし，事前に合意することが必要となる。
第３に，親元企業や外部の開発資源を活用できるとはいえ，カーブア
ウト企業固有の技術を自ら確立し，開発競争力を発揮していく開発基盤
の整備問題があげられる。なかでもカーブアウト企業が自律的な事業経
営を実現していくようなコア技術を自ら確立し，その知財戦略を確立す
ることが大きな課題となる。この問題に対して，カーブアウトに際して
の要素技術の評価はもとより，カーブアウト後，開発優位性の発揮でき
る開発分野へ集中特化し，そこでのコア技術の開発や設計にウェイトを
おくなど開発の効率性を追及するとともに，知的財産権のライセンシン
グを重視するなどの開発戦略を策定することが必要となる。
第４に，技術の外部化と並んで，技術開発と不可分の関係にあり，そ
の応用開発に関する人的担い手で専門的な知見を有する技術開発者のス
ムースな外部化が課題となる。この課題に対しては，一つに出向や休職，
兼業などのセイフティネットを設けることは，既存組織での安定性を志
向する技術開発者にとって有効な施策の一つとなろう。あるいは技術開
発者のインセンティブやモチベーションを高めるため，切り出すカーブ
アウト企業で追求する開発テーマを魅力的なものにし，かつストックオ
プションの導入など成功報酬を明確にする方策の整備も必要となる。
いずれにしてもカーブアウトにより開発を推進していく上で，親元企
業の経営戦略との関係の中でカーブアウトによる開発コンセプトを明確
にし，その帰属関係を踏まえて自律した開発基盤が整備されるように切
り出す技術を事前に評価し，かつスムースに技術開発者を切り出してい
く方策を整備することが不可欠となる。
６２）木嶋豊，前掲書，８４頁。
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６ スピンアウト
１）スピンアウトの規定
起業家精神旺盛な人材自らが親元企業から独立し，起業する手法がス
ピンアウトである。スピンアウトは，親元企業の経営戦略にかかわらず，
起業者個人の起業意欲に基づき，自らの能力やキャリアを活かして自発
的に親元企業から飛び出して事業活動を開始する点に特徴をもつ。
スピンアウトには，一つに子会社または関係会社として親元企業から
起業者自らが独立する関係会社型がある。これは，スピンアウト企業が
独立後親元企業からも受注を受けるなど，いわば親元企業の事業戦略の
一環として独立採算によって運営されるタイプである。もう一つに，親
元企業とは関係なく独立して事業活動を行う独立自営型があり，親元企
業の戦略とは関係なく起業家個人による独立であることを特徴とする。
前者の関係会社型は，親元企業の関係会社ないし子会社として位置づけ
られ，また親元企業の出資などにより関係を維持し続けることから，ス
ピンオフやカーブアウトに類型される。そのためここでは，後者の人材
や資本などで親元企業とは何ら関わりを持たず，起業者個人の起業意欲
に基づいて社外へ飛び出し，独自に企業を起こす場合をスピンアウトと
する。したがってスピンオフやカーブアウトは独立後も親元企業と何ら
かの関係をもち続けるのに対して，スピンアウトは親元企業と何ら関係
なく起業者自らが外へ飛び出す点に特徴がある。
２）スピンアウトの意義と課題
親元企業の戦略と関係なく起業者個人の起業意欲に基づいて起業する
スピンアウトは，起業者自らの起業能力を発揮し，新規事業を展開でき
る点で起業者の起業意欲を満たす意義をもつ。すなわちスピンアウトで
は，これまで親元企業で行われてきた事業化の意思決定や処遇などの経
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営スタイルに何ら捉われることなく，起業者自らの立場で事業化の意思
決定ができ，成功報酬などの処遇を通してインセンティブを高める効果
に期待される。
第２に，スピンアウトは，親元企業において未活用な技術や人材がス
ピンアウト企業の設立を通して有効活用され，経済を活性化する意義を
もつ。例えば，富士通からスピンアウトした検索ソフトの販売会社「ア
クセラテクノロジ」の設立は，確かに富士通本社からみた事業規模とし
ては小さく，継続的な開発予算の確保も期待できない状況にあったが，
スピンアウトすることによって，年商４億円というソフト単品としては
それなりの事業成長を新たに実現しているケースがみられる６３）。これは，
親元企業の視点からすると，不採算の未利用な経営資源の処分による財
務体質の強化につながる意義を合わせてもつものでもある。
ただしスピンアウトには，親元企業において，これまで開発や事業な
どに携わり，蓄積してきた貴重な開発ノウハウや起業家精神に溢れた人
材といった経営資源の流出する問題をはじめ，独立してスピンアウトす
る事業構想や事業可能性評価の問題が第１にあげられる。こうした課題
に対しては，例えば 「LSI知識の融合から生まれるシステムLSIの提供」
という明確な起業ビジョンの下で，リコーからスピンアウトし，任天堂
製のゲーム機に使用するソフトウェア格納用LSIに関する製造委託で急
成長した「メガチップ」社のように，スピンアウトして事業化するビジョ
ンを明確にすることが基本条件となろう。スピンアウトの事業ビジョン
を明確にすることによって，はじめてその実現に向け，親元企業から飛
び出し事業化できるかどうか技術や市場などの評価が可能となるからで
ある。
第２に，スピンアウト企業においては，基本的に親元企業の経営資源
６３）『日経ビジネス』日経BP社，２００２年４月２９日，３４～３５頁。
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や販路，ブランド力が活用できず，経営基盤を自らの責任の下で構築し
なければならず，その負担の問題があげられる。この課題に対しては，
体外診断薬および医薬品の企画・開発，ならびに保有特許・技術のライ
センシングと当該技術による受託試験に絞って事業を展開している明治
乳業から技術者が中心となってスピンアウトしたバイオベンチャー「セ
ルシグナルズ」社において，スピンアウトした事業の資源を明治乳業時
代から培ってきたがん細胞から分泌されるたんぱく質（ミッドカイン）
を応用したがん治療薬事業の得意分野に集中特化し，経営の効率化を
図っていく方法が考えられる。あるいは中小企業やベンチャー企業の支
援策を活用することで，スピンアウト企業の経営基盤を補完していく方
法もあげられる。こうした支援策の活用は，単に補助金が得られるばか
りでなく，その実績に基づき金融機関やベンチャーキャピタルに対する
投資対象としての魅力を高め，出資に結びつけた「セルシグナルズ」社
のケースにみられるように６４），その後の事業評価を通した資金調達にも
役立つことにもなる。
３）スピンアウトによる開発の意義と課題
スピンアウトによる開発では，親元企業での開発戦略と全く関係なく
自由な立場で開発テーマを追求することができ，かつ開発した成果を事
業へ活用していくなどその自由裁量を高めることができる。すなわちス
ピンアウトした技術開発者にとって，既存の開発システムの制約に捉わ
れず，小回りの効いた自由裁量の強い開発が行えることから，技術開発
者のモチベーション向上に大きな意義がみられる。
ただし，飛び出した親元企業と関係をもたないスピンアウト企業の開
６４）メガチップ，セルシグナルズについては，山田幸三「研究開発型スピンオフ
ベンチャーの創出」『上智経済論集』２００４年３月，第４９巻第１・２合併号，
１４７～１４９頁を参照。
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発では，起業後，親元企業の開発力が活用できずかつ開発支援も受けら
れないことから，スピンアウト企業自らが開発していく上での自己負担
が大きくなる。このためスピンアウトによる開発に際しては，開発競争
力の要素となる技術をはじめ，他企業の参入困難なニッチの開発分野な
どスピンアウト企業自らの取組む開発領域を十分に評価していくことが
必要となろう。
また親元企業と何ら関係なく飛び出して開発を続けることから，起業
に際して親元企業との間で知財の帰属や職務発明等でもめる問題も考え
られる。そのためにもスピンアウトにより開発を進めていくにあたって
は，親元企業との間で技術や知財の帰属関係はもとより，職務発明や秘
密保持などの問題を事前にクリアーにしておくことが不可避となる。
７ おわりに
開廃業率の逆転現象など閉塞状態にある日本経済を打開し，産業の付
加価値を高め，雇用を創出していく上で，新規事業の創出などイノベー
ション活動への期待が寄せられていた。新規の事業活動は，単に一般の
独立系のベンチャー企業ばかりでなく，既存技術や既存事業の関係から
展開されることから，しかも既存企業において経営資源を全て事業化へ
結びつけていくことが困難となってきたことからも，既存企業によるベ
ンチャー活動にも期待が寄せられていた。
そうした中で，社内ベンチャー，スピンオフ，カーブアウトなど既存
企業から新規事業を外部化していく手法を通してその意義と課題につい
てみてきた（表２）。社内の経営資源を活用し，プロジェクトとして社
内で新規事業へ取り組んでいくのが社内ベンチャーであり，将来の企業
成長の芽を社内で探り，育成し，社内を活性化する意義をもっていた。
しかしながら他方で，社内ベンチャーは経営資源を中心に本体の強いコ
ミットメントによる取り組みであるため，リスクテイクなベンチャーと
事業の外部化とその技術開発上の意義と課題
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表２ 事業外部化方式の特徴
社内ベンチャー スピンオフ カーブアウト スピンアウト
概 要 社内の経営資源を
活用し，起案者を
中心とした独立プ
ロジェクトとして
新規事業を展開す
る制度
技術や事業ノウハ
ウをもった起業家
精神旺盛な人材が
親元企業と緩やか
な関係を維持しつ
つ独立して新規事
業を展開する制度
親元企業の経営戦
略として事業の一
部を技術や人材と
ともに社外に切り
出し，親元企業と
一定の関係を維持
しつつ，第三者か
らの出資などパー
トナーシップによ
り新規事業を展開
する制度
技術や事業ノウハ
ウをもった起業家
が自らの起業意欲
に基づいて新規事
業を起こす制度
資 金
調 達
親元企業からの資
金提供
自己資金，親元企
業，第三者からの
出資
親元企業，第三者
からの出資，自己
資金
自己資金，第三者
からの出資
親元企
業との
関 係
企業内の特別プロ
ジェクト
親元企業との緩や
かな連携関係
親元企業の経営戦
略に基づく出資な
どの連携関係
親元企業とは無関
係
主 体 企業内の起案者 社内の起業家 親元企業，社内の
起業家
起業家
意 義 ・将来の成長事業
の芽の探索
・起案者のモチ
ベーションの向
上
・社内活性化
・既存事業のしが
らみや事業リス
クを回避した新
規事業の展開
・親元企業での未
活用資源の有効
活用
・スピンオフ企業
によるリスクを
回避した新規事
業のスタート
アップ，持続的
な新規事業活動
・起業者のモチ
ベーション向上
・既存事業のしが
らみや事業リス
クを回避した新
規事業の展開
・親元企業での未
活用資源の有効
活用
・親元企業および
第三者の経営資
源の活用
・起業者のモチ
ベーション向上
・起業者の起業意
欲を満たす事業
展開
・自律した自由な
事業経営
課 題 ・本体の強いコ
ミットによるベ
ンチャー本来の
機能が発揮しづ
らい
・社内プロジェク
トとして時限的
な事業展開
・スピンオフによ
る事業領域の評
価
・脆弱な経営基盤
・親元企業から自
律した事業経営
・技術や人材のス
ムースな外部化
・切り出す事業の
評価
・脆弱な経営基盤
・自律した事業経
営
・技術や人材のス
ムースな外部化
・事業経営に対す
る大きな自己責
任や負担の問題
・技術の帰属関係
などで親元企業
ともめる問題
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して起業家能力が必ずしも十分に発揮されず，かつプロジェクトとして
持続的な新規事業の展開が困難な状況にあった。
技術や事業ノウハウをもった人材が主体となって親元企業と緩やかな
関係を維持しつつ，別会社において新規事業を展開するのがスピンオフ
であった。スピンオフは，親元企業の経営資源やノウハウを活用して新
規事業を優位にスタートアップでき，機動的かつ持続的に新規事業が展
開できる点に意義をもっていた。しかし他方で，スピンオフの事業領域
や事業化能力を評価し，自律性をもって新規事業を運営すべくその脆弱
な経営基盤などの問題がみられた。
親元企業の経営判断の下で，その事業の一部を技術や人材とともに外
部に切り出し，親元企業と一定の関係を維持しつつ，第三者から出資な
どの資源を活用して別会社で新規事業を展開するのがカーブアウトで
あった。カーブアウトは，親元企業や第三者の経営資源を活用しながら
効率的に新規事業をスタートアップできる反面，本体からのスムースな
事業の切り出しや，スピンオフと同様，脆弱な経営基盤などの問題がみ
られた。
起業家精神旺盛な人材が，親元企業と関わりをもたず，独自に起業す
るのがスピンアウトであった。スピンアウトは，起業者個人の起業意欲
に基づいて独自に新規事業を展開できる反面，親元企業の経営資源や販
路，ブランド力が起業後活用できない自己負担の大きい事業経営の点に
問題がみられた。
また事業を外部化し，新規事業を展開していく上で重要な要素となる
開発活動について，事業外部化の各方式には表３のような意義と課題が
みられた。社内ベンチャーでは，社内の開発力を活用しながら新規の開
発へ取り組める反面，基本的にこれまでの社内開発と変わらず，既存の
枠組みを取り払った継続的な開発に問題がみられた。スピンオフでは，
親元企業で蓄積してきた開発成果に基づいて独自の立場で開発を継続し
事業の外部化とその技術開発上の意義と課題
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表３ 事業外部化方式による技術開発上の特徴
事業外部
化の方式
意 義 課 題 対象領域
社内ベン
チャー
・社内開発資源の安
定供給による開発
・社内で見通しのつ
いた開発成果に基
づく開発
・安定雇用の中での
開発
・社内での開発成果
や人材の囲い込み
・社内の意向に沿っ
た（枠内での）開
発活動
・安定雇用の中で真
にリスキーでイノ
ベーティブな開発
活動への疑問
・社外の開発力が活
用できない
本体で将来の事業化
の芽となる種まき的
な分野
スピンオ
フ
・社内開発成果の活
用による開発リス
クを軽減した自律
性の強い開発
・本体での開発リス
クの軽減
・本体での未活用な
開発成果（特許）
の活用
・起業家的な技術開
発者のインセン
ティブを高める処
遇によるモチベー
ションの向上
・本体と開発成果の
帰属などを巡る関
係づけの問題
・スピンオフによる
自律的な開発に対
する開発基盤の整
備問題
本体での事業化の可
能性は低いが，別会
社で技術開発の将来
性を追及しようとす
る分野
カーブア
ウト
・社内外の開発力を
活用した効率的か
つ革新的な開発
・本体での開発リス
クを軽減した自律
性の高い開発
・起業家的な技術開
発者のインセン
ティブを高める処
遇によるモチベー
ションの向上
・切り出す開発成果
や人材の評価問題
・切り出し後の本体
と開発成果の帰属
などを巡る関係づ
けの問題
・カーブアウト企業
独自に開発活動を
行う開発基盤の整
備問題
・開発の目途がつい
ているが，本体で
の事業化や継続的
な開発が難しい分
野
・外部開発資源の活
用により効率的か
つ革新的な開発が
期待される分野
スピンア
ウト
・本体から自律した
自由な開発
・独立した起業での
技術開発者のモチ
ベーションの向上
・本体と開発成果な
どを巡る帰属問題
・開発成果の活用や
開発活動に係る自
己の大きなリスク
やコスト負担の問
題
本体の事業戦略から
外れた，あるいは技
術開発者固有の起業
家精神を発揮する分
野
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ていける反面，親元企業との開発領域の棲み分けや脆弱な開発基盤に問
題がみられた。カーブアウトでは，社内外の開発力を活用することで開
発の効率性や革新的な開発に期待されるが，その反面で親元企業から技
術や開発者のスムースな切り出しや脆弱な開発基盤に問題がみられた。
さらにスピンアウトでは，既存企業の制約を超えた自由な立場で開発が
行える反面，親元企業との技術の帰属問題や自前での開発負担の問題が
みられた。
いずれにしても未活用の経営資源や事業規模および社内活性化の観点
から，既存企業において事業を外部化することにより，新規事業の迅速
な立ち上げをはじめ，社内の財務体質の強化や社内の活性化を通したイ
ノベーションの促進に資することが可能となる。その反面で，事業の外
部化には，外部化すべき事業評価をはじめ，外部化後の支援を中心とし
た親元企業との関係づけ，外部化した事業がベンチャー本来の自律的な
経営を行っていく上での経営基盤や支援体制の問題が共通してみられた。
そのため新規事業の創出などイノベーションを活性化していく上で，
既存企業の経営戦略へ事業の外部化を位置づけ，外部化すべき新規事業
を評価し，親元および外部化する事業戦略に適した事業外部化の手法を
選択することが必要となる。それによって外部化した新規事業が自律的
に運営していく上で必要な資金，技術や人材などが親元企業からスムー
スに外部化され，独立後の事業基盤の強化を中心とした支援関係も明確
となる。その意味で，新規事業を外部化する目的を改めて明確にした上
で，親元企業が外部化する新規事業を経営戦略へ位置づけてインキュ
ベータの観点から支援していくことが，事業外部化の課題へ対処し，既
存企業を含めて新規事業の創出などイノベーションを活性化していくこ
とにつながろう。
（２００９年７月１４日受理）
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